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I．開催プログラム 

1．概要 

名 称 ： 第 40 回 IT 戦略総合大会（ITMC2025） － 統一テーマ 『経営と IT の融合を目指して』 － 

会 期 ： 2025 年１月 30 日（木）・1 月 31 日（金） 

会 場 ： ザ・プリンスパークタワー東京（東京都港区芝公園 4-8-1） 

主 催 ： 公益社団法人企業情報化協会 

 

2．第 1 日目：2024 年１月 31 日（水） オープニングセッション 

10:00 

 

主催者代表挨拶：  

公益社団法人企業情報化協会 会長 

第 40 回 IT 戦略総合大会企画委員会 委員長 

(ヤマトホールディングス株式会社 参与) 

山内 雅喜 

10:10 

～ 

11:00 

基調講演：サステナブルな航空のために～JAL の事業構造改革とイノベーション～ 

日本航空株式会社 

代表取締役会長 

赤坂 祐二 

11:10 

～ 

12:00 

基調講演：DX とは何か：経営戦略論の見地から 

神戸大学大学院 

経営学研究科 教授 

三品 和広 

昼食休憩 

13:10 

～ 

14:00 

特別講演：なな転び八起～いま私が伝えたいこと 

元スピードスケート日本代表 

髙木 菜那 

14:10 

～ 

15:40 

2024 年度 IT 賞 受賞記念講演 

IT 最優秀賞 ◇顧客・事業機能領域 

JR 西日本公式アプリ「WESTER」の開発～心と未来を動かす“WESTER 体験”の実現に向けて～  

西日本旅客鉄道株式会社 

デジタルソリューション本部 

システムマネジメント部 MaaS 基盤 課長  

藤原 正道 

IT 最優秀賞◇マネジメント領域 

国内・海外たばこ事業の構造改革を実現するための基幹系システム・業務のグローバル統合 

日本たばこ産業株式会社 

Tobacco IT 部長 

鈴木 翔太 
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16:00 

～ 

17:00 

2024 年度 IT 賞 表彰式典/2024 年度 Super SE 100 人衆 公表・表彰 

 

【講評】 

IT 賞審査委員会委員長 慶應義塾大学 名誉教授 萩野 達也 

【IT 最優秀賞】 

マネジメント領域                  日本たばこ産業株式会社 代表取締役副社長 嶋吉 耕史 

顧客・事業機能領域                   西日本旅客鉄道株式会社 取締役兼常務執行役員 

デジタルソリューション本部長 奥田 英雄  

【IT 優秀賞】 

マネジメント領域                  損害保険ジャパン株式会社/ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社  

ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 代表取締役社長 社長執行役員 宮嵜 義久  

社会課題解決領域             ニッセイ情報テクノロジー株式会社 代表取締役社長 上田 哲也 

オープンイノベーション領域        企業年金ビジネスサービス株式会社 代表取締役社長 岩井 泰雅 

 

【マネジメント領域】            

IT 賞 

キリンビール株式会社 常務執行役員 鳥越 康博 

東京海上日動システムズ株式会社 代表取締役社長 原田 晋 

東洋紡株式会社 執行役員 CDO デジタル戦略総括部長 矢吹 哲朗 

パーソルホールディングス株式会社 データソリューション部 兼 デジタル推進部 兼 

デジタル開発部 部長 中桐 亮 

三井ダイレクト損害保険株式会社 取締役社長 河村 隆之 

三井不動産株式会社 執行役員 DX 本部長 古田 貴 

明治安田生命保険相互会社 IT・デジタル戦略部長 橋田 和己 

 

IT 奨励賞 

イーデザイン損害保険株式会社 取締役 IT 企画部長 兼 

ビジネスアナリティクス部長 須田 雄一郎 

MS&AD システムズ株式会社/三井住友海上火災保険株式会社  

MS&AD システムズ株式会社 代表取締役社長/三井住友海上火災保険株式会社 

 常務執行役員 津田 卓也 

日本電気株式会社 コーポレート IT・デジタル部門 運用 DX 統括センター 

運用 DX 統括センター長 菊地 謙一 

 

【顧客・事業機能領域】 

IT 賞  

パーソルテンプスタッフ株式会社 DX 推進本部 本部長 漆原 壮太 

東日本旅客鉄道株式会社 代表取締役 副社長 伊勢 勝巳 

株式会社ベネッセコーポレーション 副社長執行役員 兼 Digital Innovation Partners 本部長 兼 

オペレーショントランスフォーメーション本部長 橋本 英知 
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IT 奨励賞 

アフラック生命保険株式会社 ZERO 保険金請求手続き変革トライブリード 藤井 元樹 

FWD 生命保険株式会社 執行役員 兼 CDBO 田中 友一朗 

株式会社ベネッセコーポレーション/ソフトバンクロボティクス株式会社 

株式会社ベネッセコーポレーション 副社長執行役員 兼 

Digital Innovation Partners 本部長 兼 

オペレーショントランスフォーメーション本部長 橋本 英知 

 

【社会課題解決領域】 

IT 賞 

株式会社 ASAHI Accounting Robot 研究所 取締役 CTO 佐々木 伸明 

株式会社リバスタ 事業支援部 部長 髙野 和之 

IT 奨励賞 

アフラック生命保険株式会社 DX 推進部 部長 鍵谷 圭二郎 

SMBC 日興証券株式会社 理事 コーポレート・ビジネス本部 副本部長 廣渡 雅顕 

NTT コムウェア株式会社/インフロニア・ホールディングス株式会社/株式会社 NTT ドコモ/ 

NTT コミュニケーションズ株式会社  

NTT コムウェア株式会社 執行役員 エンタープライズソリューション事業本部長 須藤 雅敬 

 

【トランスフォーメーション領域】 

IT 賞 

株式会社ジェイアール東海ツアーズ 代表取締役社長 杉浦 雅也 

JFE エンジニアリング株式会社 常務執行役員 DX 本部 本部長 小山 建樹 

IT 奨励賞 

株式会社オープンハウスグループ 情報システム部 副部長 清原 恭輔 

株式会社 日立システムズ 執行役員 赤津 雅晴 

三井住友ファイナンス＆リース株式会社 専務執行役員 有馬 高司 

 

【オープンイノベーション領域】 

IT 賞 

日本航空株式会社/株式会社 JAL エンジニアリング 

株式会社 JAL エンジニアリング 代表取締役社長 田村 亮 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ/三井住友カード株式会社/株式会社日本総合研究所/ 

CCCMK ホールディングス株式会社 

株式三井住友カード株式会社 システム統括部長 千原 孝明氏 

楽天グループ株式会社 Chief AI & Data Officer  専務執行役員 Ting Cai 

 

【サステナビリティ領域】  

IT 賞  

NEC ソリューションイノベータ株式会社 執行役員 兼 CFO 兼 CISO 船津 義和 
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関西電力株式会社/E-Flow 合同会社 関西電力株式会社 理事 IT 戦略室長 上田 晃穂 

 

IT 賞 Super SE 100 人衆 個人表彰式 

日本たばこ産業株式会社 鈴木 翔太 

西日本旅客鉄道株式会社 柳原 毅暢 

ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 雪吹 泰伸 

ニッセイ情報テクノロジー株式会社 後閑 強 

企業年金ビジネスサービス株式会社 福島 宏行 

17:15

～

18:30 

情報交歓会（受賞記念パーティー・懇親会） 

挨拶：公益社団法人企業情報化協会 常務理事（株式会社日本総合研究所 特別顧問）渕崎 正弘 

（敬称略） 

3. 第 2 日目：2025 年 1 月 31 日（金）2024 年度 IT 賞受賞記念講演／最新 IT 戦略セッション 

プログラム A 

10:00 

～ 

11:00 

A1-1【マネジメント領域 IT 賞】 

生成 AI を活用した IT 業務変革の取り組み 

東京海上日動システムズ株式会社 IT インフラサービス本部 インフラソリューション三部  

部付部長 山下 裕記 

 

A1-2【マネジメント領域 IT 賞】 

明治安田版 ChatGPT「AI アシスタント」の利用拡大と個別業務への生成 AI 実装による業務効率化。 

明治安田生命保険相互会社 IT・デジタル戦略部 IT・デジタル戦略企画室 スタッフ 樋口 遼大 

IT・デジタル戦略部 IT・デジタル戦略企画室 スタッフ 光司 龍哉 

 

A1-3【マネジメント領域 IT 賞】 

ICT ガバナンスにおける自律運営モデルについて。 

キリンビール株式会社 企画部主査 進野 耕二 

11:10 

～ 

12:10 

A2-1【マネジメント領域 IT 優秀賞】 

システム障害対応専門部署の立ち上げとシステム障害によるビジネス影響極小化の取組み 

損害保険ジャパン株式会社/ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 

ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 危機対応部 部長 雪吹 泰伸 

 

A2-2【最新 IT 戦略セッション／持続可能な企業経営とは】 

企業存続の見えざる脅威－老朽化問題への取り組みの課題と解決方法－ 

株式会社ソフトロード 代表取締役副社長 大橋 順二 

A2-3【マネジメント領域 IT 賞】 

パーソルの DX 戦略的リソース組織 CoE 、企業文化変革で DX を推進 

パーソルホールディングス株式会社 データソリューション部 兼 デジタル推進部 兼  

デジタル開発部 部長 中桐 亮 
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13:10 

～ 

14:10 

A3-1【マネジメント領域 IT 賞】 

事業協創に資するデジタル組織の創成 

東洋紡株式会社 執行役員 CDO デジタル戦略総括部長 矢吹 哲朗 

 

A3-2【最新 IT 戦略セッション／人材データ活用の実践事例】 

人的資本経営の実現に向けた、戦略的な人材データの活用とは～科学的人事戦略の実践事例を解説～ 

株式会社プラスアルファ・コンサルティング タレントパレット事業部 副事業部長 山夲 哲平 

 

A3-3【マネジメント領域 IT 賞】 

創業以来のシステムを次世代システムに再構築し「会社のリブランディング（ブランド刷新）」に大きく貢献 

三井ダイレクト損害保険株式会社 IT 企画部 サブゼネラルマネージャー 大多和 均 

14:20 

～ 

15:20 

A4-1【マネジメント領域 IT 賞】 

三井不動産の AI/デジタル人材変革～AI 活用、DX ビジネス人材育成で DX 推進を加速～ 

三井不動産株式会社 DX 一部 企画グループ長 白木 龍三 

 

A4-2【最新 IT 戦略セッション／データドリブン経営の戦略的活用】 

社内利用で経験した“データドリブン経営”をお客様へ提案 -データによる行動変革実現に向けて- 

三井 E&S システム技研株式会社 DX 推進部長 多賀 洋志 

 

A4-3【顧客・事業機能領域 IT 賞】 

人材派遣業界初「BtoB プラットフォーム構築」～取引先企業の 70％導入・CX 向上へ～ 

パーソルテンプスタッフ株式会社 

テクノロジー本部 サイト推進部 クライアントサイト室 マネージャー 笠 洋介 

DX 推進本部 クライアント DX 推進部 部長 山下 未希 

15:30 

～ 

16:30 

A5-1【顧客・事業昨機能領域 IT 賞】 

生成 AI×蓄積された指導ノウハウで小中学生の疑問をすぐ解決！「チャレンジ AI 学習コーチ」 

株式会社ベネッセコーポレーション 講座商品横断開発本部 部長 香取 潤子 

 

A5-2【最新 IT 戦略セッション／開発における AI 活用と未来】 

AI が変革するシステム開発 

オーティファイ株式会社 VP of Sales 西田 淳 

 

A5-3【顧客・事業機能領域 IT 賞】 

駅の乗降データをリアルタイムに利用可能とする「Suica タッチトリガー」サービス 

東日本旅客鉄道株式会社 マーケティング本部 戦略・プラットフォーム部門  

デジタルビジネスユニット マネージャー 松本 憲 
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プログラム B 

10:00 

～ 

11:00 

 

B1-1【サステナビリティ領域 IT 賞】 

データ活用がいかに健康経営に革新をもたらしたか 

NEC ソリューションイノベータ株式会社 IT・業務改革推進部 シニアマネージャー 徳谷 有三 

 

B1-2【最新 IT 戦略セッション／デジタル時代のワークスタイル変革】 

感情共有が生まれ、全出社にせずとも生産性が高まる、進化する革新的ハイブリッドワーク術 

Neatframe 株式会社 エンタープライズ営業部長 蜷川 洋平 

 

B1-3【サステナビリティ領域 IT 賞】 

AI による分散型エネルギーリソース最適運用サービス ～カーボンニュートラルに向けた関電グループの挑戦～ 

関西電力株式会社 / E-Flow 合同会社 

関西電力株式会社 IT 戦略室 業務改革推進グループ チーフマネジャー 平山 昌吾 

E-Flow 合同会社 IT マネジメントグループ 部長 井口 宜久 

11:10 

～ 

12:10 

 

B2-1【トランスフォーメーション IT 賞】 

着実に成果を生み続ける DX プロジェクト推進～変革常態化に向けたレイヤー別施策展開～ 

JFE エンジニアリング株式会社 DX 本部 副本部長 粕谷 英雄 

 

B2-2【最新 IT 戦略セッション／デジタルアダプションの追求】 

生成 AI・クラウド時代における成功のラストピース「WalkMe」 

WalkMe 株式会社 執行役員 第一営業本部 本部長 小林 孝明 

 

B2-3【トランスフォーメーション領域 IT 賞】 

旅行業の DX～オンライン予約とチケットレス化で、競争力強化・業務効率化・商品開発力強化等を実現 

株式会社ジェイアール東海ツアーズ 経営企画部 情報システム室長 樂 雅 

13:10 

～ 

14:10 

B3-1【社会課題解決 IT 賞】 

山形発、非 IT 人材リスキリングで起こす自動化レボリューション！持続可能なリスキリングで人材確保 

株式会社 ASAHIAccountingRobot 研究所 テクニカルエバンジェリスト 澁谷 匠 

 

B3-2【社会課題解決 IT 優秀賞】 

2040 年を展望した持続可能な医療を支えるデータサイエンス基盤（MEDI-ARROWSⅢrd） 

ニッセイ情報テクノロジー株式会社 プロダクトビジネスマネジャー 貴田 潤平 

 

 

B3-3【社会課題解決領域 IT 賞】 

業界初！建設業界を魅力的にする建設技能者向けポイント付与サービス「ビルダーズポイント」 

株式会社リバスタ 事業支援部 部長 髙野 和之 
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14:20 

～ 

15:20 

B4-1【オープンイノベーション IT 賞】 

国内最大級のポイントサービス統合プロジェクト～青と黄色の V ポイント～ 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ/三井住友カード株式会社/ 

株式会社日本総合研究所/CCCMK ホールディングス株式会社 

三井住友カード株式会社 システム統括部 グループ長 北條 裕一 

 

B4-2【最新 IT 戦略セッション／経産省セキュリティ格付け制度最新情報】 

“経産省セキュリティ格付け制度”の最新情報を読み解くいち早く星を獲得するために今できることとは？ 

エムオーテックス株式会社 営業本部 営業企画部 副部長 原田 洋司 

 

B4-3【オープンイノベーション IT 優秀賞】 

企業年金の制度管理事務における生保共通プラットフォーム構築。 

企業年金ビジネスサービス株式会社 情報システム部 部長 原嶌 努 

15:30 

～ 

16:30 

B5-1【オープンイノベーション IT 賞】 

Rakuten AI 7B ～日本語に特化したオープンかつ高性能な LLM の構築～ 

楽天グループ株式会社 楽天技術研究所東京 ランゲージプログラムグループ  

アシスタントマネージャー 橋本 力 

 

B5-2【最新 IT 戦略セッション／生成 AI 時代の業務革新とは】 

生成 AI×自動化による業務革新の実現ー活用事例から学ぶ成功のポイントー 

Blue Prism 株式会社 エンタープライズ営業本部 本部長 常務執行役員 杉浦 雅史 

 

B5-3【オープンイノベーション IT 賞】 

航空機整備の「ゼロゼロ 100」を追求した整備 DX 

日本航空株式会社/株式会社 JAL エンジニアリング 

株式会社 JAL エンジニアリング IT デジタル推進部 統括マネジャー 豊永 純也 

株式会社 JAL エンジニアリング 技術部 システム技術室 信頼性管理グループ 瓦林 亘 

株式会社 JAL エンジニアリング エンジン整備センター 企画グループ 名古屋 大義 
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（2）最新 IT 戦略セッション（オンライン・アーカイブ配信） 

C：DX 実現のための主要成功要因を探る/D: AI・データマネジメントが生み出すビジネスイノベーション/E: 環境

変化に応える組織体制とクラウド＆セキュリティ、SX 最新事情/F: デジタル技術を活用したワークスタイル変革と顧

客接点強化/SP:IT コア人材ネットワーク交流会セッション 

 

C1 

 

IT 奨励賞（トランスフォーメーション領域） 

内製 IT 組織による事業の DX 変革 

株式会社オープンハウスグループ 情報システム部 係長 荒井 康生 

C2 

 

IT 奨励賞（トランスフォーメーション領域） 

DX を活用したセキュリティ脅威への態勢強化と SOC 運営安定化の追求  

株式会社 日立システムズ セキュリティリスクマネジメント本部 IRT センタ 担当部長 秋吉 裕二 

C3 

 

IT 奨励賞（トランスフォーメーション領域） 

データドリブンを加速させる内製 BI プラットフォーム“Intelligence Hub”の構築と活用 

三井住友ファイナンス＆リース株式会社 データマネジメント部 スペシャリスト 實方 弘樹 

C4 

 

なぜ、盛岡観光ナビは圧倒的な“ユーザーの行動変容”を実現したのか？ 

～沿線への送客と消費の拡大に貢献～ 

NTT コムウェア株式会社 スペシャリスト 吉井 秀俊 

C5 

 

未来を創るスマートマニュファクチャリング構築ガイドライン:成功への道標 

株式会社日本能率協会コンサルティング デジタルイノベーション事業本部 本部長 毛利 大 

C6 

 

OKI が実践する製造業 DX ～自社工場の取組みと外部化～  

沖電気工業株式会社 エンタープライズソリューション事業部ソリューション統括部 

インダストリアルソリューション部・部長 山崎 雅文 

C7 

 

社内利用で経験した“データドリブン経営”をお客様へ提案-データによる行動変革実現に向けて- 

三井 E&S システム技研株式会社 DX 推進部長 多賀 洋志 

C8 日本の DX はなぜ不完全なままなのか？DX を完成させるラストピース・DAP とは？ 

WalkMe 株式会社 代表取締役 小野 真裕 

C9 

 

IT 投資をビジネス価値へ変える！～テクノロジー・ビジネス・マネジメント（TBM）の全貌と実践～ 

日本アイ・ビー・エム株式会社（Apptio, an IBM Company） Apptio 事業部 

カスタマーサクセス本部長 浅川 真弘 

C10 DX 時代に必要な”新視点の切り拓き方”～成長産業を見つけるための視点～ 

株式会社日本能率協会総合研究所 MDB 事業部 伊藤 正啓 

C11 ー人事部門に任せきりにしないー「情報システム部・DX 推進部」主体で進める DX 人材育成 

株式会社日本能率協会マネジメントセンター ラーニングデベロップメント本部  

事業開発部 DX 開発センター センター長 萩谷 俊之 

C12 DX は企業の経営をどう変えるのか～時代の変化で求められる DX の本質～ 

富士通株式会社 シニアエバンジェリスト 松本 国一 
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D1 IT 奨励賞（マネジメント領域） 

クラウドをフル活用した、機動的かつ効率的な有事システムの構築。 

イーデザイン損害保険株式会社 IT 企画部 アシスタントマネージャー 清水 達彦 

D2 IT 奨励賞（マネジメント領域） 

品質向上、効率化を実現するアジャイル開発基盤「MS Agility Platform」の構築 

MS&AD システムズ株式会社／三井住友海上火災保険株式会社  

三井住友海上火災保険株式会社 ビジネスデザイン部 アジャイル開発チーム  

上席スペシャリスト 稲岡 正道 

D3 

 

IT 奨励賞（マネジメント領域） 

IT コックピットによる業務効率化・レジリエンス向上と新たな価値創造 

日本電気株式会社 コーポレート IT・デジタル部門 運用 DX 統括センター 主任 栗山 英二 

D4 

 

AI が変革するシステム開発 

オーティファイ株式会社 VP of Sales 西田 淳 

D5 

 

生成 AI×自動化による業務革新の実現ー活用事例から学ぶ成功のポイントー 

Blue Prism 株式会社 ソリューションコンサルティング本部＆製品戦略本部 本部長 兼  

CTO 常務執行役員 柏原 伸次郎 

D6 

 

 

人的資本経営の実現に向けた、戦略的な人材データの活用とは 

～科学的人事戦略の実践事例を解説～ 

株式会社プラスアルファ・コンサルティング タレントパレット事業部 副事業部長 望月 一矢 

D7 

 

生成 AI を自社で効果的に活用する方法 

NTT コミュニケーションズ株式会社 エバンジェリスト 岩瀬 義昌 

D8 

 

AI 活用の近道は IT サービスの運用管理にあり：ServiceNow で提供する IT のサービス運用と AI 

ServiceNow Japan 合同会社 サービスオペレーションソリューションコンサルタント 三宅 祐典 

D9 

 

PROACTIVE が変える、経営と業務スタイル～AI セントリックなデジタルオファリングサービス～ 

SCSK 株式会社 ProActive 事業本部 ソリューションコンサルティング部 副部長 土井 明子 

 ProActive 事業本部 プロダクトストラテジー部 プロダクトデザイン課 課長 桑田 真吾 

D10 市場全体を俯瞰するライフスタイルデータとマーケティング 

～LOGIO による全国の人と街の個性の可視化～ 

株式会社ジェーエムエーシステムズ 

株式会社ジェーエムエーシステムズ 事業企画部 部長 傳寳 幸宏 

株式会社ドコモ・インサイトマーケティングエリアマーケティング部 副部長 白川 洋司 

NTT タウンページ株式会社 ビジネスソリューション事業部 商品戦略部門長 江田 勝憲 

D11 ～ Beyond AI ～ AI 標準企業を創るサークレイスの価値創造戦略 

サークレイス株式会社 取締役 CRO 事業統括 大崎 正嗣 

D12 パーソナルコンピューティングの次なる革命“Ryzen AI 300 シリーズプロセッサ” 

日本 AMD 株式会社 コマーシャル営業本部 部長 楊 博光 
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E1 

 

IT 奨励賞（社会課題解決領域） 

アプリケーションを活用した高齢者の健康支援モデル構築に向けた取り組み。 

アフラック生命保険株式会社 DX 推進部 DX 企画課 課長代理 奥山 直樹 

E2 

 

IT 奨励賞（社会課題解決領域） 

ファイナンシャルウェルネス実現に向けた SMBC 日興証券 One プロジェクト 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 コーポレート・ビジネス本部 コーポレート・ビジネス戦略室   

室長代理 長内 憲人 

E3 

 

 

IT 奨励賞（社会課題解決領域） 

劣化予測に基づく修繕計画策定支援による「道路更新費用最適化」の実現 

NTT コムウェア株式会社／インフロニア・ホールディングス株式会社／ 

株式会社 NTT ドコモ／NTT コミュニケーションズ株式会社 

株式会社 NTT ドコモ R&D イノベーション本部 クロステック開発部 都市デザイン技術開発担当 

データサイエンティスト 河内 洸貴 

インフロニア・ホールディングス株式会社 総合インフラサービス戦略部 

インフラサービス改革室 松尾 健二 

NTT コムウェア株式会社 エンタープライズソリューション事業本部 ビジネスイノベーションソリューション部 

第 1 ソリューション部門 スペシャリスト 増渕 絢 

E4 

 

デジタル変革を実現するモダナイゼーションへの取り組み 

日本システム技術株式会社 東日本ＳＩ第二事業部 事業部長 熊澤 篤 

E5 

 

カーボンフットプリントを積み上げて見える化！規制対応もオーダーメイドでスマートに 

株式会社 NTT データ コンサルティング事業本部 コンサルティング事業部  

会計・経営管理ユニット 課長 福持 裕之  

E6 

 

“経産省セキュリティ格付け制度”の最新情報を読み解くいち早く星を獲得するために今できることとは？ 

エムオーテックス株式会社 営業本部 営業企画部 副部長 原田 洋司 

E7 

 

今更聞けない CTEM/ASM とは？サイバー攻撃対策の最前線。継続的に脆弱性を管理しよう  

株式会社電通総研 セキュリティソリューショングループ シニアコンサルタント 小林 賢太朗 

E8 

 

企業存続の見えざる脅威－老朽化問題への取り組みの課題と解決方法－  

株式会社ソフトロード 代表取締役副社長 大橋 順二 

E9 事業を脅かすサイバー攻撃を巡る攻防～セキュリティコンサルタントが見た脅威・取組動向～ 

株式会社野村総合研究所 

NRI セキュアテクノロジーズ株式会社 ストラテジーコンサルティング事業本部  

セキュリティアーキテクチャコンサルティング部 シニアセキュリティコンサルタント 林 千尋 

E10 経営者のためのサイバーセキュリテイ講義：サステナブルなサイバーセキュリティの実現に向けて 

タニウム合同会社 チーフ IT アーキテクト, CISSP, CISA 楢原 盛史 

E11 Fit to Standard に悩む企業へ 失敗を避けるために知っておくべき本質と現実 

株式会社エル・ティー・エス Enterprise Transformation 事業部 

ビジネスコンサルティング第 1 事業部 マネージャー 渡邉 圭 
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F１ IT 奨励賞（顧客・事業機能領域） 

電話デジタル請求サービス。 

アフラック生命保険株式会社 ZERO 保険金請求手続き変革トライブ 

保険金デジタル手続き拡大スクワッド プロダクトオーナー 安井 英大郎 

F2 IT 奨励賞（顧客・事業機能領域） 

Omne（オムニ）by FWD アプリを活用したデジタルでのお客さま接点の強化 

FWD 生命保険株式会社 執行役員 兼 CDBO 田中 友一朗 

F3 IT 奨励賞（顧客・事業機能領域） 

生成 AI を活用した自由会話で幼児の「言葉の豊かさ」を育む AI「しまじろう」 

株式会社ベネッセコーポレーション/ソフトバンクロボティクス株式会社 

株式会社ベネッセコーポレーション Digital Innovation Partners DX プロジェクト推進部 

グループリーダー 中村 潤平 

F4 感情共有が生まれ、全出社にせずとも生産性が高まる、進化する革新的ハイブリッドワーク術 

Neatframe 株式会社 エンタープライズ営業部長 蜷川 洋平 

F5 NEC の働き方 DX の取り組み～Digital ID を活用したクライアントゼロ実践事例  

日本電気株式会社 コーポレートＩＴ・デジタル部門 デジタルＩＤ・働き方ＤＸ統括部 ・ 

デジタルＩＤ・働き方ＤＸ展開グループ ディレクター 本泉 俊一 

F6 ICT の仕込みが肝心！新しい働き方に合わせたオフィス移転のポイント 

KDDI 株式会社 ビジネス事業本部 ソリューション推進本部 プロダクトソリューション部 

ファシリティイノベーション G 長谷川 拓海 

F7 JR 東日本の「駅カルテ」「駅カルテ 消費ポテンシャル」日立のマーケティング情報提供サービスのご紹介 

東日本旅客鉄道株式会社／株式会社日立製作所 

東日本旅客鉄道株式会社 マーケティング本部戦略・プラットフォーム部門  

データマーケティングユニット マネージャー 石田 雄一 

株式会社 日立製作所 社会システム事業部 モビリティソリューション＆イノベーション本部  

モビリティＤＸセンタ 技師 佐伯 祐太 

F8 鉄道インフラのメンテナンス改革～ICT を活用したスマートメンテンスの実現～ 

株式会社ＪＲ東日本情報システム 常務取締役 鉄道事業ソリューション本部長 吉野 茂 

F9 コンタクトセンターにおけるカスタマーハラスメントが企業経営に及ぼす影響と対策の重要性 

株式会社アイティフォー CTI システム事業部 営業二部 野村 航暉 

SP IT コア人材ネットワーク交流会セッション 第 16 期 IT コア人材ネットワーク交流会成果報告 
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■ オープニングセッション 

主催者挨拶 

公益社団法人企業情報化協会 会長 

第 40 回 IT 戦略総合大会企画委員会 委員長 

(ヤマトホールディングス株式会社 参与) 

山内 雅喜 

 

基調講演 

「サステナブルな航空のために～JAL の事業構造改革とイノベーション～」 

日本航空株式会社 

代表取締役会長 

赤坂 祐二 

 

基調講演 

「DX とは何か：経営戦略論の見地から」 

神戸大学大学院 

経営学研究科 教授 

三品 和広 

 

特別講演 

「なな転び八起～いま私が伝えたいこと～」 

元スピードスケート日本代表 

髙木 菜那 
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2024 年度 IT 賞受賞記念講演  

IT 最優秀賞（顧客・事業機能領域） 

「JR 西日本公式アプリ「WESTER」の開発 

～心と未来を動かす“WESTER 体験”の実現に向けて～」  

西日本旅客鉄道株式会社 

デジタルソリューション本部 

システムマネジメント部 MaaS 基盤 課長 

藤原 正道 
 

IT 最優秀賞（マネジメント領域） 

「国内・海外たばこ事業の構造改革を実現するための 

基幹系システム・業務のグローバル統合」 

日本たばこ産業株式会社 

Tobacco IT 部長 

鈴木 翔太 
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■ 2024 年度 IT 賞表彰式典 

IT 賞審査委員会 委員長  慶應義塾大学 名誉教授 萩野 達也 

 

 

2024 年度 IT 賞受賞企業代表者記念写真 
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■ 2024 年度 SUPER SE 100 人衆 表彰 

公益社団法人企業情報化協会 常務理事 

株式会社日本総合研究所 特別顧問 渕崎 正弘 

 

受賞者： 

日本たばこ産業株式会社 鈴木 翔太 

西日本旅客鉄道株式会社 柳原 毅暢 

ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 雪吹 泰伸 

ニッセイ情報テクノロジー株式会社 後閑 強 

企業年金ビジネスサービス株式会社 福島 宏行 

■2024 年度 SUPER SE 100 人衆写真 
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II．企画委員 

委 員 長 

山内 雅喜     ヤマトホールディングス株式会社 参与  

副委員長 

山口 重樹     株式会社 NTT データグループ 顧問 

渕崎 正弘     株式会社日本総合研究所 特別顧問 

委  員  

加藤 格         株式会社 IHI エスキューブ 代表取締役社長 

小泉 晶裕       株式会社アイシン ＤＸマネジメント部 部長 

上田 達也       伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 広域・社会インフラ事業グループ  

東日本営業本部 東日本営業第４部 部長 

為貝 文彦       株式会社インターネットイニシアティブ サービスプロダクト推進本部 プロモーション部 部長 

西明 珠紀       エクシオグループ株式会社 執行役員 

吉本 浩二       株式会社 STNet 上席理事 経営企画室長 

水田 裕司       NRI システムテクノ株式会社 取締役副社長 

矢木 義規       NEC ソリューションイノベータ株式会社 IT・業務改革推進部 主席主幹 

吉田 有希       NTT コムウェア株式会社 エンタープライズソリューション事業本部 事業企画部長 

中島 弘嗣       株式会社 NTT データ 法人事業推進部 事業推進部長 

椿 茂樹         株式会社エヌ･ティ･ティ･データ･セキスイシステムズ 代表取締役常務執行役員 

山崎 純        MS&AD システムズ株式会社 取締役副社長執行役員 

森田 徹         大阪ガス株式会社 DX 企画部 SaaS 推進チーム マネージャー 

野村 育孝       株式会社オープンハウスグループ 情報システム部 執行役員 

池田 秀明       株式会社オカムラ ＤＸ戦略部 部長 

佐伯 明彦       株式会社オプテージ ソリューション事業推進本部 副本部長 

榎本 雅幸       川崎重工業株式会社 DX 戦略本部 サイバーセキュリティ総括部 部長 

巽 龍太         関西電力株式会社 IT 戦略室 IT 企画部長 

下村 匡         株式会社関電システムズ 代表取締役社長 

飯田 賢一郎     株式会社キューブシステム 常務執行役員 

後藤 遵太       キリンホールディングス株式会社 デジタル ICT 戦略部 部長 

小嶋 政彦       グローリー株式会社 経営戦略本部 BridgeP/T プロジェクトリーダー 

村上 仁紀       株式会社サンソウシステムズ 代表取締役社長 

田路 耕一       株式会社 JR 西日本 IT ソリューションズ 代表取締役社長 

小野 伸司       株式会社ジェイアール東日本企画 常務取締役 総合企画本部長 

佐々木 敬介     株式会社 JR 東日本情報システム 取締役 企画部長 

坂倉 猛         株式会社ジェーエムエーシステムズ 取締役 

大槻 剛士       ZVC Japan 株式会社 執行役員 エンタープライズ第二営業部 部長 

黒木 敏英       全日本空輸株式会社 デジタル変革室企画推進部 部長 
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山田 哲也       ソフトバンク株式会社 法人統括 鉄道事業推進本部 本部長 

佐々木 一光     損害保険ジャパン株式会社 執行役員 IT 企画部長 

岸 正之         SOMPO システムズ株式会社 エグゼクティブアドバイザー 

中村 謙二       株式会社大京 理事 情報システム部 部長 

松山 竜蔵       大和ハウス工業株式会社 執行役員 情報システム部門担当 

政野 俊和       鉄道情報システム株式会社 取締役 経営企画部部長 

沼田 克彦       株式会社テプコシステムズ 取締役 常務執行役員 

細井 武彦       株式会社テラスカイ 常務執行役員 本部長 

歌門 正師       東京海上日動火災保険株式会社 執行役員 IT 企画部長 

原田 晋         東京海上日動システムズ株式会社 代表取締役社長 

遠藤 陽         東京ガス株式会社 常務執行役員 CIO 兼  

東京ガスｉネット株式会社 代表取締役 社長執行役員 

岩下 輝彦       日清食品ホールディングス株式会社 情報企画部 課長 

中田 俊彦       日本電気株式会社 コーポレート IT・デジタル部門 経営システム統括部 シニアディレクター 

渡 秀政         日本たばこ産業株式会社 コーポレート IT 部 部長 

市川 真大       株式会社日本能率協会マネジメントセンター 経営改革本部ＤＸ推進部 インフラ改革室長 

岡本 圭司       日本マイクロソフト株式会社 モビリティサービス事業本部 交通・物流営業本部 本部長 

堀 晃雄         野村ホールディングス株式会社 執行役員 

星 靖夫         東日本旅客鉄道株式会社 イノベーション戦略本部 ユニットリーダー 

渥美 裕介       株式会社日立製作所 デジタルシステム＆サービス統括本部 経営戦略統括本部 渉外本部 部長 

田中 聡         FITEC 株式会社 代表取締役副社長 

鶴田 泰史       株式会社プリマジェスト デジタルイノベーション本部サービスデザイン統括部 統括部長 

長谷 太志       Blue Prism 株式会社 日本法人 社長 

森重 利文       三井 E&S システム技研株式会社 代表取締役社長 

高山 智生       三菱電機株式会社 IT ソリューションビジネス・業務改革推進本部 執行役員 

前田 宏明       明治安田生命保険相互会社 執行役員 情報システム部長 

黒﨑 裕之       横河電機株式会社 デジタル戦略本部 副本部長 

鈴木 周志       横河レンタ･リース株式会社 取締役 専務執行役員 情報システム本部長 

菅田 康朗       レシップホールディングス株式会社 管理本部 情報システム部 ディレクター 

 

敬称略・会社・団体名 50 音順 2024 年 7 月現在  
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III．協賛企業 

株式会社アイティフォー／ 日本アイ・ビー・エム株式会社（Apptio, an IBM Company）／ 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社／ WalkMe 株式会社／ ＳＣＳＫ株式会社／ NTT コムウェア株式会社／ 

株式会社 NTT データ／ エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社／ エムオーテックス株式会社／ 

株式会社エル・ティー・エス／ オーティファイ株式会社／ 沖電気工業株式会社／ KDDI 株式会社／ 

サークレイス株式会社／ ServiceNow Japan 合同会社／ 株式会社ジェーエムエーシステムズ／ 

株式会社ＪＲ東日本情報システム／ 株式会社ソフトロード／ タニウム合同会社／株式会社電通総研／ 

Neatframe 株式会社／ 日本 AMD 株式会社／ 日本システム技術株式会社／ 日本電気株式会社／ 

株式会社日本能率協会コンサルティング／ 株式会社日本能率協会総合研究所／ 

株式会社日本能率協会マネジメントセンター／ 株式会社野村総合研究所／株式会社日立製作所／  

富士通株式会社／ 株式会社プラスアルファ・コンサルティング／ Blue Prism 株式会社／ 

三井 E＆S システム技研株式会社  

合計 3３社 

（敬称略・会社・団体名 50 音順） 

 

Ⅳ．後援企業・団体 

一般社団法人 IIBA 日本支部／ 一般社団法人 iCD 協会／ 特定非営利活動法人 itSMF Japan／  

特定非営利活動法人 IT コーディネーター協会（ITC）／ 一般社団法人情報サービス産業協会（JISA）／  

特定非営利活動法人スキル標準ユーザー協会（SSUG）／ 一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS)／ 

一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）／ 一般社団法人日本テレワーク協会（JTA）／  

一般社団法人日本能率協会 

合計 10 団体 

（敬称略・会社・団体名 50 音順） 
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Ⅳ．2024 年度 IT 賞受賞記念講演 概要 

 

【IT 最優秀賞（顧客・事業機能領域）】 

西日本旅客鉄道株式会社 

「JR 西日本公式アプリ「WESTER」の開発～心と未来を動かす“WESTER 体験”の実現に向けて～」 

 

現代において、さまざまなサービスが提供される中で、移動手段の提供もその一つとして重要な役割を果たしている。なかでも、

JR 西日本が提供する『WESTER』は、単なる MaaS（Mobility as a Service）の枠を超え、スーパーアプリとして異彩を

放っている。『JR 西日本アプリ』ではなく、「西日本をマスターしよう！」をキャッチフレーズに名付けられた『WESTER』は、交通

運行情報のリアルタイム更新やバラバラだった ID・ポイントの統合を通じ、利用者の利便性を大きく向上させている。さらに、観

光や地域情報の提供、そして「デジタルスタンプラリー」や「サイコロきっぷ」等のキャンペーンを展開するなど、交通を超えたサービ

スを展開し、新しい顧客体験を生み出している。 

WESTER と既存デジタル基盤が持つ豊富なデータ（鉄道予約情報・IC カード利用実績・当日の列車情報等）を API を

介して疎結合に組み合わせ、アプリならではの機能（プッシュ通知・GPS 情報等）を活用することで、これまで提供することが

出来なかった顧客体験を創出することが可能になった。 

2020 年のリリース以降、300 万以上のダウンロードを記録し、月間アクティブユーザー数（MAU）は 100 万を超えるなど、

交通系アプリとして日本最大規模にまで急成長している。この成功の背景には、アジャイル開発手法を取り入れた頻繁な改

善サイクルがあり、利用者の声を反映した柔軟な対応が、顧客満足度の向上、ユーザーの定着につながっている。 

そして成長したのはアプリだけではない。同社を含め多くの鉄道事業者を過去に経験したことのない経営危機に陥れたコロナ禍

において、5 名からスタートした開発チームも現在では 45 名という業界最大級の規模にまで成長している。さらに、同アプリは

データ分析と個別ニーズに基づいた One to One マーケティングを可能にするシステム基盤を整備しており、今後のさまざまな

発展にも期待が持てる。 

これらの点から、『WESTER』は交通サービスの枠を超えた新しいスーパーアプリ・デジタルプラットフォームとして、その開発・運

用の手法も含めて、高く評価されるものであり、間違いなく IT 最優秀賞に値する。 

 

 

【IT 最優秀賞（マネジメント領域）】 

日本たばこ産業株式会社 

「国内・海外たばこ事業の構造改革を実現するための基幹系システム・業務のグローバル統合」 

 

日本たばこ産業株式会社は、事業の構造改革の実現のために、130 か国にグローバル展開する基幹系システムと国内の基

幹系システムとの統合を図り、業務とシステムの一本化をグローバルなレベルでスピーディーに実現させる巨大なプロジェクトを実

行した。 

まず、業務とシステムを統合することは、有効な組織改革を実現するためには欠かせないが、実際にこれらの相互作用や相乗

効果を図ることは、組織の規模の大小を問わず困難を極めるものである。今回の成功の鍵は、プロジェクトの組織体制を整備

するのみならず、業務改革に関わるメンバーとシステム改革に関わるメンバーを深く関与させ、組織全体で「我々の改革」という

意識を共有してプロジェクト改革を進めたところにある。 

また、国内と海外を含むグローバルな構造改革の実現は、組織全体としての経営資源の有効活用のために欠かせないもので

はあるが、実際には国ごとに業務やシステムが異なっているため、これらを統合していく道のりは非常に険しいものである。日本た

ばこ産業株式会社においても、国ごとに独自の業務のやり方、基幹系システムのカスタマイズのレベルや運用方法があったため、
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この壁を乗り越えてのプロジェクトの遂行は容易なことではなかった。しかし、日本たばこ産業株式会社では、この巨大で複雑

なプロジェクトを成功させるために、組織の構造やプロセスの改革を進めるとともに、国内外の壁を越えて、進むべきベクトルの

共有が欠かせないこと、すなわち、改革のための価値基盤の形成を重視した。そのために、コミュニケーションを重ねて、文化を

超えた意識の共有化を図るための地道で丁寧な努力を重ね、多くの抵抗や価値観の違いを乗り越えている。これは、今後、

規模の大小を問わず、グローバルに構造改革を進めていくすべての企業が忘れてはならないマネジメントの指針を、改めて世に

示したものといえよう。 

今回の巨大プロジェクトの成功は、グローバルな規模での構造改革、その実現のための業務と基幹系システムの統合における

根幹として、組織全体で目に見えない「一体感の醸成」の重要性を示した点で高く評価できるものである。IT 最優秀賞に値

するものと評価した。 

 

  

【IT 優秀賞（マネジメント領域）】 

損害保険ジャパン株式会社/ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 

「システム障害対応専門部署の立ち上げとシステム障害によるビジネス影響極小化の取組み」 

 

ＳＯＭＰＯシステムズでは、2021 年に発生した大規模システム障害に対する反省を起点に、システム障害の早期検知・早

期復旧による損保ジャパンのビジネスへの影響を極小化することを危機対応部を中心に最重要ミッションとして取り組んできた。 

その成果として危機対応部創設以降、ＳＯＭＰＯシステムズにおけるシステム障害への意識が高まり、疑義を含む障害発

生初報のスピードアップが図られた。 

障害発生時には危機対応部のインシデントコマンダーがシステム開発・保守部門とビジネス部門との間に立つこととし、統制の

とれた復旧活動を立ち上げられるようにした。これによってシステム・ビジネス間の円滑なコミュニケーションの確立、抜け・漏れの

無い初動対応で損保ジャパン業務への影響を極小化する。 

また障害の早期検知～影響最小化に向け、障害を知らせる専用のチャットツールを備え、検知した部署が 30 分以内に障害

速報をすることを徹底させている。この 30 分以内の発信順守率 90％を障害対応の初動における KPI としている。 

システム障害発生時に留まらず、平時からシステム障害発生時の初動対応の迅速化に向けた仕掛けづくりや、システム障害

対応を“前向き”に対処することでよりクイックに復旧対応が行えるよう障害対応力強化施策を展開、実際に現場の障害対応

力向上に寄与している。 

大規模障害に対処するために非常時対策本部を立ち上げることと定常的な障害保守をすることに分けて対処することが一般

的である。これに対して日常業務における業務品質上のトラブルをインシデントとして捉え、危機管理的な観点から部門横断

的かつ小規模から大規模までシームレスな対応策を取るというのは、極めてユニークな取組である。平時に危機対応部が定

常業務を機能させることはいざという時の大規模な対処をスムーズに立ち上げる上で有効と思われる。小さなトラブルも漏れな

く、速やかに報告する習慣づけに繋がり組織風土に好ましい影響をもたらすことも期待される。 

こうした取組は、他社の模範となり得る事例として IT 優秀賞に値すると評価した。 
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【IT 優秀賞（社会課題解決領域）】 

ニッセイ情報テクノロジー株式会社 

「2040 年を展望した持続可能な医療を支えるデータサイエンス基盤（MEDI-ARROWSⅢrd）」 

 

医療機関は、現在「①社会構造の急激な変化（高齢化進展）に伴う医療需要の変化」、「②医師の時間外労働規制」と

いう環境変化に直面している。こうした病院経営を取り巻く環境変化により医療機関は「病院の経営状態の改善のため迅速

に意思決定すること」や「医師の働き方改革と医療の質の担保の両立」といった取り組みが求められることになったが、医療機

関が独力で外部的・客観的なデータに基づいた根拠ある経営分析や改善策の検討を行うことは困難であった。そこでその課

題を解決するために、ニッセイ情報テクノロジーでは全国統一規格の診療報酬データを用いて各病院の診療行為実績を集

約・可視化し、根拠に基づいた「経営改善のための意思決定」と「医療の質向上」を支援する分析基盤を構築した。 

同社が開発したデータサイエンス基盤 MEDI-ARROWSⅢrd は、「病院の経営状態の改善に必要な迅速な意思決定」や

「医師の働き方改革と医療の質の担保の両立」を支援し、持続可能な医療提供体制の構築に貢献するものとして展開して

いる。 

具体的には、各地域の医療需要や診療実績等の様々な情報から医療機関個々の経営戦略を立て、意思決定を行うこと

が必要になるが、MEDI-ARROWSⅢrd は、それらを支援するための３つの特徴を有する。1 点目は、取扱う診療データは

患者の病歴や診療行為を含む要配慮個人情報であるため、匿名加工処理を施し安全性を高めたうえで蓄積している点で

ある。2 点目は膨大な診療データを目的別に加工、集計することで、経営戦略の立案に必要な分析をスピーディに行える点

である。3 点目は病院経営専門家の知見を活かし、病院独自の要素を経営分析の各手法に落とし込み可視化することで、

リソースが限られる医療現場においても迅速な意思決定ができる点である。 

医療機関はこれらのデータサイエンス上の知見に基づき、急性期病床と回復期病床の配分を最適化する病棟病床計画を立

てることができ医療資源の活用と収益の向上のための各種の対策を実施することができる。また診療行為の実態を可視化し、

自院のクリニカルパスと乖離がないかを診断することから診療行為・診療プロセスの最適化(又は適正化)を図り、以って医師

及び医療スタッフの生産性を高めることができる。 

データに基づいた根拠ある意思決定を実現し、医療機関の経営改善の実効性向上に向けたデータサイエンス基盤の提供とそ

の成果は、まさに社会課題解決に貢献するものであり、この領域における IT 優秀賞に値すると判断した。 

 

  

【IT 優秀賞（オープンイノベーション領域）】 

企業年金ビジネスサービス株式会社 

「企業年金の制度管理事務における生保共通プラットフォーム構築。」 

 

本プロジェクトは企業年金の制度管理事務において生保 7 社共通プラットフォームを構築しオープンイノベーションを実現したも

のであり、お客様サービスの一層の向上、「人生 100 年時代」における安定的かつサステナブルな企業年金制度運営、競合

他社間の「非競争領域」におけるコスト削減等を目指した。 

その実現に向け、共通事務運用を可能とする事務構築、それを支えるシステムの統合開発（業務差異開発）、そして移行

対象となった生保４社の約 6,000 団体、約 90 万人の膨大なデータ及び事務の移行など極めて難易度の高い課題に挑ん

だ。様々な苦難を克服し、検討着手から 9 年をかけ、計画通り事務・システムの統合、全契約移行を達成し、これにより全

国の確定給付企業年金の 65%の団体を保有する生保共通プラットフォームが完成した。 
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プロジェクトは大規模かつ長期、そして 10 社以上が参画し非常に多岐に亘るステークホルダーが存在したことからも、推進にあ

たっては、プロジェクト全体のガバナンスを効かせるマネジメント、開発・移行を安全、確実にやり遂げる計画、品質確保の面な

ど、随所で多くの工夫が見られた。 

とりわけ、システム開発だけでなく、お客様接点領域や移行完了後フェーズにも目を向けリスクを俯瞰して捉えた上でリスクを共

有化できる仕組みと風通しの良い運営を徹底された点、複層的かつタイトなスケジュールとなった業務差異開発について標準

化を目指し「なるべく作らない開発」で品質を確保された点、膨大なデータとお客様の事務移行を安全にやり切るために１年

間かけた段階的移行、１年以上かけての丁寧なお客様案内など入念な移行計画を策定された点はプロジェクトの成功の大

きな要因と考えられる。 

そして、何より非常に多くのステークホルダーが参画され、さらにはプロジェクトの佳境でコロナ禍にも見舞われる状況であったにも

関わらす、見事にプロジェクトをやり遂げられたのは、参画された各社が同じ目標に向かい、協力し、一体となって取り組まれた

ゆえの成果だと考えられる。 

本プロジェクトでの大規模なシステム統合、移行をやり遂げた実績は、業界の枠を超え今後のオープンイノベーション、統合プロ

ジェクトにも規範となるプロジェクトである。大規模統合に至るプロセスと成果は秀逸で格別な努力の賜物と認め IT 優秀賞に

値するとものと判断した。 

 

 

【IT 賞（マネジメント領域）】 

キリンビール株式会社 

「キリンビール社 ICT ガバナンスにおける自律運営モデルについて。」 

 

キリンビール株式会社では、2022 年に、これまでホールディングスの情報部門で中央集権的にガバナンスしていた ICT 運営を

事業会社に移管した。これは、お客様や現場に近い事業会社にて、自律的に ICT の推進を行い、デジタルがビジネスの競争

力強化の源泉となることを目指したものである。中核会社の一つであるキリンビール株式会社においては、より業務プロセス・現

場の事実を把握している事業会社が、主体的に ICT を推進するスキームを確立し、デジタル化の向上につながる為の自律運

営モデルを構築し、成果の創出につなげた。 

同社では現場に近い事業会社ならではの運営スキームを確立すること目指し、①業務部門との密なコミュニケーションによる協

働スキームの確立、②グループ情報組織と事業会社のミッションを整理し、それぞれの強みを生かせるミッション・役割分担の定

義、③事業戦略の策定・推進におけるデジタル観点の組み込みプロセスの確立、④グループ全体施策を、個別の具体業務

にあわせたテ－ラリングの推進、⑤事業自律運営モデルに合わせた ICT 人材のあり方の再定義といった施策を行ってきた。そ

の結果、ICT 企画については、24 年上期の半年だけで 73 の ICT 施策を推進し、プロセス変革・価値創造に寄与する取組

件数も数多く対応。同時に 22～23 年で、3.5 万時間の働時間削減を実現し、ICT コスト削減についても、23 年の取組

成果として、ICT コスト年間 21,000 千円削減を実現している。 

ICT 推進の実行戦略については、「人材育成」「部門自走」「経営価値創出」の実現に向けたロードマップを作成、また、ICT

推進の実行体制としては、デジタル推進の加速に向け、事業会社の企画部門と業務部門を中心に推進していくスキームを確

立し、ICT 人材を事業会社の企画部門に配置して、デジタル推進をリーディングしていく体制を構築した。さらに、業務変革を

実現する仕組みの構築として、グループ全体での ICT 研修体系をベースとしつつ、事業会社の業務に合わせた実用的な ICT

研修へとカリキュラムをテーラリングして提供し、ICT ライフサイクルをモニタリングし、課題を企画部門と業務部門で対話し、シス

テム利活用の促進／情報システム費のコスト削減を実施した。 

ホールディングス機能と事業会社機能の複層化に悩む企業も多いのではないかと思われるが、同社の取り組みでは、デジタル

は事業戦略の実現手段であると明確に位置づけ、ICT 人材のスキル定義を定め、配置された先の業務遂行レベルを測る評
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価基準の設定、DX 道場での全社リテラシーの底上げ、トップリーダー層の意識改革、ICT 資産のライフサイクル管理によりシ

ステム利活用の推進や不要業務の廃止についても並行して取り組んでいる点は、多くの企業においても参考になると考えられ

る。よって、IT 賞に相当すると評価する。 

 

  

【IT 賞（マネジメント領域）】 

東京海上日動システムズ株式会社 

「生成 AI を活用した IT 業務変革の取り組み」 

 

同社では、IT 業務を変革する取り組みとして、生成 AI を活用してコード生成やテスト自動化等を行い、開発工程全般の工

数削減や生産性向上を目指してきた。特に、プログラミング工程での効率化を追求し、生成 AI によるコード生成の PoC（概

念実証）を実施し、実際の開発案件への適用をシミュレーションし検証してきた。この取り組みは、IT 人材の育成や大規模

言語モデルの使い分けなど、今後の展望を含めた包括的な戦略の一環として位置付けている。さらには開発協力会社のプロ

グラマーを共創のパートナーと位置付け、共に生成 A I を活用して一体となって生産性とモチベーションの高い集団に変容して

いくことを目指している。 

解決しようとした課題は 3 点あった。1 つ目は「開発工程の工数削減」である。コード生成やテスト自動化を通じて効率化し、

開発者の負担を軽減する。2 つ目は「生産性向上」である。生成 AI を活用し、同じリソースで多くの機能やシステムを開発し

リリースを短縮する。3 つ目は「IT 人材の育成」である。大規模言語モデルを使い分けてエンジニアのスキルを向上させ、次世

代の IT 人材を育成する。 

主な取組としては、生成 AI によるコード生成により、手動コーディング時間を削減するなど具体的には開発生産性が新規開

発で平均 40%、仕様変更で約 90％向上という成果が出ている。 

結果として、工数削減、生産性向上、品質向上、人材育成といった成果を達成し、IT 業務の効率化と革新の基盤を築い

ており、グループ戦略に貢献することと同時に、自社の人材戦略に合致する AI 活用を短期間に大きな成果をあげていることを

確認した。さらに次ステップとして大きく規模を拡張して PoC を進めていくことが計画されている。 

AI を活用してシステム開発を抜本的に変革するという強力な意志を感じる本取り組みは、生成 AI 活用の先駆的かつ実践

的好例として IT 賞に値すると評価した。 

 

  

【IT 賞（マネジメント領域）】 

東洋紡株式会社 

「事業協創に資するデジタル組織の創成」 

 

製造業においてデジタルの活用とそのための組織づくり、人材づくりは避けて通れない課題である。東洋紡は 30 年にわたり同

社のシステムの導入や運用を担ってきた情報子会社を本体に統合し、デジタル戦略総括部を新たに編成するという大規模な

組織体制の刷新を実施した。同部署は、特に DX（デジタルトランスフォーメーション）推進において、企業の持続的な成長

を目指した戦略の中心的役割を担っている。事業部門とともに、新たなビジネスモデルを創出する「攻め」の組織に変わることを

目指した。 

また同社はデジタル戦略を具体的に体現するため、社内でのリカレント教育やキャリアパスを提供し、社員が自発的に成長を

続ける仕組みを構築している。様々な経験や知識を持った人財の育成が不可欠として社員一人一人が自らのキャリアパスを
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自発的に考え、成長できる環境を整えた。これは社内公募によるビジネス人財の獲得、全社 DX リカレント教育展開、経営

層や事業部門を巻き込んだ全社横断プロジェクトの組成等の活動につながっている。 

また同時に本体に統合されたITインフラ部隊が主導する形でデジタル技術を活用した効率的な業務運用の基盤を築き、DX

推進を支える環境の整備も並行して行っている。 

今後数年で新しい付加価値を創造する事業を牽引できるような体制を目指すという同社の組織改革と人材育成はまだ道半

ばではあるものの、デジタル技術と企業戦略を結びつけた包括的な取り組みは、IT 賞に値すると判断する。 

 

  

【IT 賞（マネジメント領域）】 

パーソルホールディングス株式会社 

「パーソルの DX 戦略的リソース組織 CoE、企業文化変革で DX を推進」 

 

多くの企業が DX（Digital Transformation）にチャレンジしているが、そのためには企業文化の変革（Transformation）

も伴うことを忘れてはならない。 

パーソルホールディングス株式会社は、「テクノロジードリブンの人材サービス企業」を目指し、CoE（Center of Excellence）

を新設した。CoE とは、デジタル企画から開発までを一貫して行う専門組織であり、グループ全体での DX を戦略的に推進す

るための中核的役割を担うものである。 

これにより、同社はグループ全体で優先度の高い事業にリソースを集中し、DX を推進している。CoE は、デジタル人材の採用

と育成を行い、グループ全体での DX 施策を支援している。デジタル人材の採用・人事企画の専門部署を設けることによって、

優秀な人材を探索するなどの本気度が見てとれる。 

その結果、初年度には 49 の施策を実行し、これらが 2026 年までの中期経営計画期間にグループ全体の生産性の向上や

利益率の向上に寄与する見込みである。これには、営業担当者の生産性向上やクライアント体験の向上、スタッフ満足度の

向上などが含まれる。特に、AI や生成 AI を活用した各種プロダクトを複数開発し、社内外に提供するなど、具体的な DX プ

ロダクトの導入が進められている。 

 さらに注目すべきは同社の企業文化の変革の取り組みである。変革のマインドを持つ文化への移行を目指すため、グループ

CIO・CDO によるトップダウンアプローチと、CoE からのボトムアップ活動により、グループ全体での協力体制を強化し、DX の推

進を加速させている。これにより、パーソルホールディングスとグループ会社が共に事業価値向上のために緊密に連携を進めて

いる。 

こうした企業文化の変革を伴う DX の取り組みは、マネジメント領域として非常に注目すべきであり IT 賞に値すると評価でき

る。 

 

  

【IT 賞（マネジメント領域）】 

三井ダイレクト損害保険株式会社 

「創業以来のシステムを次世代システムに再構築し 『会社のリブランディング（ブランド刷新）』に大きく貢献」 

 

デジタル社会の変化のスピードが激しく、損害保険会社の環境変化も激しい。三井ダイレクト損害保険では全社一丸でリブラ

ンディング（ブランド刷新）を行っていくことを決定し、それに合わせて”Trusty”（信頼）という名称でシステム全体を再構築

するという創業以来最大のプロジェクトを進めてきた。このリブランディングを推進するため、従来のシステムを次世代システムに

再構築した。新しい企業の目標として、22 年 7 月に”人に優しい” 「強くてやさしい」企業になることを宣言し、これを実現する
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ため、SaaS を利用して 22 年 10 月にコンタクトセンターシステムの刷新、23 年 11 月にマーケティングオートメーション基盤を

導入した。 

中核となる基幹システムは 24 年 6 月に稼働を始め、これらによって、「強くてやさしいクルマの保険」による「会社のリブランディ

ング」や「お客さま体験価値・収益性の向上」に取り組んでいる。一方、基幹システムの再構築については開発効率と保守性

の向上も重視してフルスクラッチ開発を選択した。 

フルスクラッチ開発により、長年の修正が積み重なりブラックボックス化していた現行システムの調査により現行踏襲性を確認し

つつ、新たな業務要件を盛り込む開発を実行したことや、近年主流のマイクロサービス化・コンテナ設計を苦労しつつ自社内で

実現したことは、人財育成の面でも成果であり、今後の事業展開により一層貢献できる体制の確立に繋がっている。 

レガシー化した既存基幹システムから次世代システムへの移行により「会社のリブランディング」に大きく貢献したマネジメントにつ

いて評価し、IT 賞該当とした。 

 

  

【IT 賞（マネジメント領域）】 

三井不動産株式会社 

「三井不動産の AI/デジタル人材変革～AI 活用、DX ビジネス人材育成で DX 推進を加速～」 

 

リアルの場とデジタルを組み合わせたビジネス変革が企業の緊急の課題となっている。その変革のためには経営者はもちろん、

企業幹部や社員の意識改革、そして現場の課題への理解とデジタル技術をもって変革を進める能力を持つ多数の人材の育

成が不可欠である。三井不動産はビジネス変革のための重点テーマとして「AI/デジタル人材変革」を掲げた。強力な経営変

革の道具として浮上した生成 AI の活用と、ビジネスと DX の両方を理解し DX 推進のドライバーとして活躍する「DX ビジネス

人材」の育成に組織的に取り組んでいる。 

 特に、今年度開始した「DX トレーニー制度（ビジネス人材）／ビジネスインターン制度（エキスパート人材）」が興味深い。

DX トレーニー制度は、事業部門のビジネス人材を選抜しDX本部へ 1年間異動、座学と実践でデジタルスキルを習得する。

ビジネスとデジタル技術に精通した人材を育て、職場の DX リーダーにする。また、2017 年から継続的に中途採用でエキスパ

ート人材をそろえてきた。このエキスパート人材が事業部門へ 6 ヶ月間異動し事業の実態や課題を体得するビジネスインター

ン制度で、現場課題を起点としたリアリティのある DX プロジェクトの提案・実行ができる人材を育てる。 

不動産事業に精通したビジネス人材と、デジタルへの理解が深いエキスパート人材の双方の能力越境により、会社の DX を

推進する。人材を育成してから次の時代の経営の柱となる新事業創生に至るまでには少し時間がかかるので、この組織が有

効かどうかを判断するのは時期尚早である。 

今回の取組み内容は DX 推進の組織実践として、マネジメント領域に移動して評価した。近未来での成果を期待して IT 賞

とした。 

 

 

【IT 賞（マネジメント領域）】 

明治安田生命保険相互会社 

「明治安田版ＣｈａｔＧＰＴ『ＡＩアシスタント』の利用拡大と個別業務への生成ＡＩ実装による業務効率化。」 

 

金融や生保、損保の様なサービス事業領域を生業とする企業では、生成 AI の導入、事業への利用展開に向けた取り組み

が進みつつある。しかし導入展開の初期ステップで、職員の知識不足や活用推進態勢の未整備、あるいは直感的でない UI

等を原因として、利用率の低迷や浸透が思う様に進まない例が多く見て取れる。本申請の取り組みは、活用ガイドブックの作
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成や勉強会の開催、組織別の利用率の開示、機能拡充等の対応策を実施することで、自社版 ChatGPT「AI アシスタント」

の利用率が拡大し、利用者は約 2.5 倍、利用回数も約 5.3 倍に増加する事を実現した。 

生成 AI の実装と利用拡大の結果として、手作業による業務負荷の高さと対応のばらつきが課題とされた個別業務では、一

定程度の自動化と対応の均質化が可能となり、「AI アシスタント」分も含めて 2023 年度は年間約３万時間の業務削減効

果が得られた。 さらに、この取り組みは業務効率の向上だけでなく、UX（User Experience）にも変化が生じているもの

と思われる。この点について、今回は評価されていないので、今後、検討し深化させることを期待したい。 

本申請内容は、生成 AI を円滑に業務に活用するための具体的方策を明らかにし、業務効率向上を達成した好事例と捉え

ることができる。 早期着手、普及に向けた各種施策、マネジメントや風土改革への努力、そしてその取り組み全体は、まさに

他の企業の参考になると考える。従って、本件は IT 賞に値すると評価した。 

 

  

【IT 賞（顧客・事業機能領域）】 

パーソルテンプスタッフ株式会社 

「人材派遣業界初『BtoB プラットフォーム構築』～取引先企業の 70％導入・CX 向上へ～」 

 

パーソルテンプスタッフ株式会社では人材派遣を中心に人材に関する課題を解決するためのサービスを提供しており、46,000

社（2024 年 8 月現在）を超える取引先企業と日々コミュニケーションをとっている。事業サービスの拡大・度重なる法改正

などを背景に法人顧客対応を行う営業担当の業務が増えつづける中、顧客へのサービスレベル向上と営業の業務効率化を

進める方法を模索していた。 

同社が開発した「T-PLA」は、派遣依頼から契約確認、請求書のダウンロードまでを一括管理する業務プラットフォームである。

業界初の試みとして 2020 年にリリースされ、今では取引先企業の 70％以上に導入されている。営業担当を介さずに必要

な情報をリアルタイムで取得可能とすることで、顧客の利便性を向上させた。 

2022 年以降、同社は顧客ヒアリングを強化するとともに、アジャイル型開発手法を導入し、ユーザーからのフィードバックを迅

速に反映させている。これにより顧客に満足いただけるスピード感及び品質で対応を行うことと、営業の業務効率化を実現し

た。またその結果、月間アクティブユーザー率が向上し、利用者にとって価値のあるサービスとしての地位を確立していった。T-

PLA は法令対応や管理業務の負担を軽減する仕組みを備え、派遣先企業にとっても安心感を提供している。金銭的なイン

センティブや強制なしに 7 割の取引先が導入していることがその証左であろう。 

このように、業界を革新するプラットフォームの構築と継続的な改良により、同社は顧客体験の向上と業務効率化を同時に達

成しており、これらの成果は IT 賞に値するものである。 

 

  

【IT 賞（顧客・事業機能領域）】 

東日本旅客鉄道株式会社 

「駅の乗降データをリアルタイムに利用可能とする『Suica タッチトリガー』サービス」 

 

2001 年にサービスを開始した IC 乗車券「Suica」は、首都圏の通勤ラッシュ時でも改札で滞留を発生させないよう、0.2 秒

という高速でデータ処理を行う必要があった。そのため、当初は各改札機に運賃判定などの処理機能を搭載し、ローカル処理

を行ってきた。しかし、近年の情報通信技術の進展を受け、JR 東日本は改札処理のセンターサーバー化を推進している。これ

により、改札機で Suica をタッチした瞬間にデータを取得できるようになり、同社は改札通過データを活用したリアルタイムデー

タ提供システム「Suica タッチトリガー」を開発した。 



 

27 

鉄道利用者の行動は、①情報取得（時刻表、運行情報、経路案内等）→②チケット購入→③改札通過→④移動、と

いう流れに沿っている。これまで JR 東日本は、スマートフォンアプリなどを通じて①情報提供と②チケット販売のサービスを提供

してきたが、③改札通過の情報をリアルタイムで取得することはできていなかった。「Suica タッチトリガー」の導入により、①から

③までの情報が一貫してつながるようになり、乗客の移動中や移動先でその行動に応じた最適なサービスを提供できる仕組み

ができたと言える。 

JR 東日本は改札通過データを独占するのではなく、個人情報保護やセキュリティ対策が同社の基準を満たすことを条件に、

さまざまな事業者へデータを提供する方針である。これにより、単独の企業では実現が難しかった新たな顧客体験価値を、多

様な事業者と連携して生み出すことが可能となる。 

改札データ処理のセンターサーバー化を、単なるコスト削減や処理高速化の手段としてだけでなく、そこから得られるデータに新

たな価値を見出し、自らはプラットフォーマーに徹して他の事業者とエコシステムを構築するという同社の戦略は、多くの業界や

業種の企業にとって参考になる取り組みであり、IT 賞にふさわしいものと評価する。 

 

  

【IT 賞（顧客・事業機能領域）】 

株式会社ベネッセコーポレーション 

「生成 AI×蓄積された指導ノウハウで小中学生の疑問をすぐ解決！『チャレンジ AI 学習コーチ』」 

 

「チャレンジ AI 学習コーチ」は、「進研ゼミ」がこれまで培ってきた学習データの分析や、蓄積してきた指導コンテンツと生成 AI

を組み合わせ、子どもたちとの人間的な会話形式のやり取りの中で、疑問に寄り添い、子どもたちが自ら解決できるまで導ける

コーチとなることを目指すサービスとして、小学 4 年生から中学 3 年生向けに提供しているものである。 

例えば、小学生においては、聞きたくても、「自分自身でわからないところがわからない」「うまく言語化できない」、といったこともよ

くあるが、「チャレンジ AI 学習コーチ」は AI との会話を通して疑問解消するだけでなく、子どもたちが「自分のわからないこと」を

整理し、知りたい内容を絞り込み、答えにたどり着くという考えるプロセスも自然と身に着けることができるようになっている。 

生成 AI の活用はあらゆる分野で進められているが、特に教育分野ではその活用の期待が高い。しかし、生成 AI ではハルシ

ネーションの問題などもあり、安全性について心配される部分も多い。同社では、段階的にサービスを提供することで、子どもた

ちが安心・安全な環境で生成 AI に触れることのできるサービスを構築してきた。保護者の利用同意を得た上で、「勉強のやり

方」では、AI とのやりとりを通して問題の答えを教えるのではなく解き方や考え方を教えるよう独自にカスタマイズし、「教科質問」

では、正確性とわかりやすさが重要となるため、生成 AI は使用せず、QA データベースをもとに進研ゼミに蓄積されたコンテンツ

から AI サーチを使って適切なものを提供するようにしている。また、子どもたちが好奇心に蓋をせず、今後社会につながる「便

利で新しいものとの正しい付き合い方」を学べるよう、親子で見る「生成 AI との付き合い方」リテラシーコンテンツをセットで提供

している。 

同社の取り組みは、生成 AI を含めた最新の AI 技術の教育分野で利用の取り組みとして、他社にも参考になるものであると

考える。よって、IT 賞に相当すると評価する。 
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【IT 賞（社会課題解決領域）】 

株式会社 ASAHI Accounting Robot 研究所 

「山形発、非 IT 人材リスキリングで起こす自動化レボリューション！持続可能なリスキリングで人材確保」 

 

2018 年、税理士法人(山形)で自社の業務効率化の取り組みの一環で RPA の活用を開始し、絶大な効果と知見を得た

同社。RPA は、業種や事業規模に関わらず、事務部門の労働生産性向上、社員の機会創出に寄与すると感じたことを起

点に、日本全国の中小企業をこの技術で救いたいと強く思い、2019 年に「人材のリスキリングを推進する研修事業」と「中小

企業の DX 支援の伴走サポート」を事業化した。 

まずは同社と同業界である会計業界全体の課題解決の道を開くとともにそのノウハウを広め、現在では業界を超えて、日本全

国の中小企業を元気にするという志の元、地域を限定せずに業界団体、行政、企業の DX 推進に貢献している。これまで、

自社内で自動化ロボット 197 体を稼働させ、全国 144 社延べ 756 人に勉強会を実施、184 社に開発サポートで伴走支

援という実績を残してきた。 

同社は、当初の自社内での RPA 活用に Softomotive 社の RPA ツール WinAutomation（2020 年、Microsoft 社の

Power Automate と統合）を使用しており、まずその先見性を評価したい。事業の拡大を Power Automate の普及が

後押ししている面もあると思われるが、スタート時点で RPA 利用の先導的ポジションを築いていたことが大きいと考える。 

また同社は、全国に拠点を持ち、日本全国の人材を積極的に採用し、社員の 5 割がリモートワークで活躍している。地方の

中小企業から聞こえる「DXは難しい、地方では無理、人がいない」という声に対し、同社は、「人を育てて、みんなが楽になり、

会社が儲かる」を実現するために、共に考え伴走して支援することで、日本全国の中小企業を元気にするプロ集団を目指して

いる。 

同社はもともと IT 企業でも IT ベンダーでもなく IT 人材はいない。RPA をきっかけに自社の変革（DX）を実現したことで、

自社の事例が全国の中小企業の直面する IT 人材の不足や DX 推進の遅れという喫緊の課題に対する最良の実践例と認

識し、これを広めることが同社のビジョンである「ヒトとロボット協働時代を推進する」ことにつながるという強い信念を事業推進の

熱量にしてきている。 

RPA 利用＝DX と謳ってよいかどうかは議論もあるが、山形発、中小企業支援、地方創生、非 IT 人材のリスキリングという社

会課題解決の取り組みを、全国を視野に展開し、実績を積んでいる点を評価し、IT 賞とする。 

 

  

【IT 賞（社会課題解決領域）】 

株式会社リバスタ 

「業界初！建設業界を魅力的にする建設技能者向けポイント付与サービス『ビルダーズポイント』」 

 

建設業界では、建設技能者の就労者減少に伴う将来の担い手不足が大きな課題の一つになっている。ビルダーズポイントは、

元請会社の裁量で建設技能者に対し簡単にポイント付与できるサービスであり、安全講習会への参加、日々の入退場認証、

改善提案を行うこと等、元請会社の設定する条件を満たすことで、建設技能者が直接ポイントを受け取ることができ、

PayPay マネーライトとして提携サービスや加盟店での決済に用いることが可能である。実際にポイント付与をされた技能者か

らは「所長から直接ポイントという形で、感謝の気持ちを貰えるのが嬉しい」「ヒヤリハット報告でポイント付与がされるため、より

報告をしようという気持ちにもなり、沢山報告することでより安全な現場になると思う」などの評価を受けており、サービス開始か

らわずか 2 カ月で、元請会社 10 社・20 現場で導入が決定している。 

建設業界において、このような元請会社の裁量で建設技能者にポイントを付与するサービスの開発・提供は初の試みであり、

優秀な建設技能者に対してピンポイントでポイントを付与することも可能であるが、特定のイベントに参加した建設技能者に、
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音波を利用し一律でポイントを付与することもできる。通信状況が悪い現場でも、音波を利用することで、複数の建設技能者

が同時にポイントを受信することが可能となっている。 

ビルダーズポイントは、担い手不足が問題となっている建設業界において、協力会社が現場を選ぶ時代へと変化してきており、

建設業界で働く魅力や働きがいをより感じられる環境づくりが求められている現状において、元請会社から直接建設技能者に

ポイントを付与するということで、これの問題を少しでも解決しようとした取り組みであり、他の業界においても参考になると考え

る。よって、IT 賞に相当すると評価する。 

 

  

【IT 賞（トランスフォーメーション領域）】 

株式会社ジェイアール東海ツアーズ 

「旅行業の DX～オンライン予約とチケットレス化で、競争力強化・業務効率化・商品開発力強化等を実現」 

 

Web の普及により、旅行会社の多くが役割や存在意義を問われている。店舗販売を前提とし、パンフレットや紙のチケットを

使ったサービスは、顧客から見た利便性や効率性、さらには価格競争力に課題があるからである。2020 年からのコロナ禍がそ

れに拍車をかけ、国内・海外を問わず旅行需要は一気に縮小した。コロナ禍は終息したものの、旅行会社は抜本的な業態

転換、特徴のある事業内容への転換を迫られていると言える。 

JR 東海系の旅行会社であるジェイアール東海ツアーズも例外ではなく、ここ数年にわたってビジネスの転換を推進してきた。具

体的には、①様々な方面の旅行商材の販売から東海道・山陽・九州新幹線沿線の商材に絞り込む、②店舗での接客・販

売を廃して Web 販売に一本化する、③顧客を JR 東海の EX サービスの会員のみにする、がその柱である。いずれも決して

簡単ではなく、むしろ極めて大胆な業態やサービスの転換である。なぜなら様々な方面の旅行商材の取り扱いを止めて新幹

線沿線の商材に限定することは総合スーパーが専門店に特化するようなもので、売上高の減少を招きかねない。Web 販売

に特化することも、店舗スタッフの処遇などをどうするかという問題が生じるからである。 

こうした課題に対し同社は、①オンラインですべての商品を予約し、チケットレスで販売できるようにする、②顧客を EX 会員と

し、会員管理やマーケティングを効率化・高度化する、③店舗スタッフは新幹線沿線の旅行・観光プランの開発にあたるように

する、④業態変革を支えるシステムは JR 東海の EX システムや SaaS を活用し、新規開発を最小化する、といった方針を貫

徹。2023 年 10 月に「EX 旅パック」、「EX 旅先予約」、「EX ポイント」などのサービスを開始した。業績面の効果などはまだこ

れからだが、特に上記④にある新規開発を最小化しつつ短期間で大きく業態を変えつつあることは、旅行会社のみならず、

様々な業種における業態転換の先行事例になり得る。よって IT 賞に値すると評価した。 

 

 

【IT 賞（トランスフォーメーション領域）】 

JFE エンジニアリング株式会社 

「着実に成果を生み続ける DX プロジェクト推進～変革常態化に向けたレイヤー別施策展開～」 

 

JFE グループで、廃棄物処理施設やエネルギープラント、橋梁などの社会インフラ、電力ビジネスなどを手がける JFE エンジニア

リング。ほぼすべての製品サービスに IT/デジタル技術を組み込んでおり、AI・IoT の活用推進やデジタルツインによる運用高度

化、デジタルによる新サービス創出などの取り組みが、同社の重点課題となっている。それは顧客満足や競争力の向上、カー

ボンニュートラルへの貢献も含めた同社の DX 推進とも合致する。 

そのような DX の推進において、同社は組織、人、IT/DX 基盤、データ解析プラットフォームの整備といったレイヤー別に施策

を展開している。IT/DX 基盤を具体例として挙げると、データ活用を妨げる技術的負債を解消する、増大するデータ量に対
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応する、セキュアなシステム環境を迅速に提供する、データ解析を容易かつ迅速に行える、といった要件を掲げ、新たにサービ

スやシステムのアーキテクチャを設計し、それに基づいて基盤を実装した。その結果、ユーザ－要求に迅速に対応できるようにな

り、また基盤刷新を通じて技術的負債を解消し、社内データ活用を容易にした。基盤やセキュリティの運用にかかる負荷を大

幅に削減することにも成果を上げている。 

一方、データ解析プラットフォームの整備では、内製開発によりデータ分析を標準化し、システム実装にかかる時間を短縮した。

こうした組織・人から基盤に関わるレイヤーごとの DX 推進により、発電プラントデータ活用サービスという新規ビジネス創出、廃

棄物処理施設の自動運転のような既存ビジネスの高度化、生産性向上によるコストダウン、などの成果を創出している。一

連の取り組みは IT 賞に値すると判断する。 

 

 

【IT 賞（オープンイノベーション領域）】 

日本航空株式会社/株式会社 JAL エンジニアリング 

「航空機整備の『ゼロゼロ 100』を追求した整備 DX」 

 

JAL グループの航空機整備業務は、大きく機体整備(運航整備・重整備)と部品整備(装備品整備・エンジン整備)に分けら

れる。当社は、広く複雑で失敗の許されない当該業務に対し、「壊れたら直す」から「壊れる前に直す」へシフトすべく、「ゼロゼ

ロ 100」のビジョンを掲げ、整備 DX に取り組んできた。DX 推進の際立った成果として、次の３つが紹介された。(a)故障予

測アルゴリズム開発：ビックデータや AI 等のデジタル技術活用による故障予測アルゴリズムを用いて航空機不具合の事前検

知精度を向上し、確実な予測整備を実現する。(b)エンジン内部検査画像診断ツール開発：医療用画像認識 AI 技術を

エンジン内視鏡検査に応用することで、エンジン内部検査の精度を向上させ、エンジン不具合を未然に防止する。(c)航空機

の運航整備計画最適化アプリ開発：航空機の使用状況や整備士の数など膨大な制約条件のため、ベテラン計画担当に

属人化している航空機の運航整備計画業務に対し、量子コンピュータ技術を活用して整備計画アプリを開発した。 

本取り組みの特筆すべき点として、まず技術面では、(a)について AI アルゴリズムによって実際に未知の不具合の防止に成功

していること、(b)について最先端の画像解析技術(AI)の応用によって作業者の負荷軽減を実現していること、(c)について、

一般に最適化問題は量子コンピュータの強みといわれつつも業務適用例が必ずしも十分とはいえない現状にあって、運航整

備計画の自動化を可能にした具体例であることが挙げられる。次に組織面では、規模や影響度が比較的大きい DX となるた

め、JAL エンジニアリングの情報システム部門だけでなく、業務に精通している業務部門ならびに日本航空本社情報システム

部門も一体となって取り組み、さらに JAL グループ・航空業界の垣根を越えたパートナーとの協力を得て、DX を推進している

ことが挙げられる。 

 以上、本取り組みは積極的に新しい技術適用にチャレンジし、さまざまなパートナー組織協力を行って DX を推進した例とし

て評価されるもので、IT 賞に値すると考える。 
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【IT 賞（オープンイノベーション領域）】 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ/三井住友カード株式会社/株式会社日本総合研究所/CCCMK ホールディング

ス株式会社 

「国内最大級のポイントサービス統合プロジェクト～青と黄色の V ポイント～」 

 

本プロジェクトは、V ポイント（SMBC グループ）と T ポイント（CCC グループ）という異業種間でのシステム連携・統合を図

る取り組みであって、業界横断的な複数社（SMBC・SMCC・SMBC 日興証券・SMBCCF・JRI・CCCMKHD）が密に連

携することで実現したサービス・システムである。 

ポイントビジネス領域においては、V ポイント（会員数約 2,000 万人）と T ポイント（会員数約 7,000 万人）を新しい 1

つのポイントとして統合するため、SMBC グループと CCCMKHD の間でポイント情報の連携・残高の統合管理を行う機能を

構築した。ポイントのフロントシステムは既存のスマホアプリを活用することにより、利用者にとっては従来のチャネルを統合後もそ

のまま利用いただけるシームレスな移行を実現した。 

また統合にあたり、データ利用の同意を取る仕組みも導入することで、データガバナンスの観点も考慮した。 データビジネス領

域については、SMCC の決済データと CCCMKHD の ID-POS データを双方向で連携するためのデータ連携システムを新規

構築し、SMCC の強みである業種網羅性のあるデータ、CCCMKHD の強みである商品単位の詳細なデータを掛け合わせた

分析が可能な環境を実現し、双方のデータマーケティングサービスの高度化に寄与した。 

効率的なシステム開発のため、ポイント統合における対応方針としては、多くの顧客を抱える現行の T ポイント基盤を最大限

活用するという点から、CCCMKHD のシステムを「メイン」に据え、SMBC グループの旧システムが「ブリッジ」を担い改修範囲を

極小化することで、大規模な開発ながら短期間でのシステム構築を可能とした。 

データビジネスにおいては、柔軟なデータ連携環境を実現するため、CCCMKHD で利用実績のあるクラウドを SMBC グループ

のクラウド環境上に新規導入し、SMCC の情報系システム及び CCCMKHD との連携機能を構築することで、双方間データ

連携や双方のデータを活用したデータ分析を短期間で実現した。 

こうした一連の統合プロジェクトは技術的にもマネジメント的にも難易度が高く、IT 賞に値する取り組みと評価した。 

 

 

【IT 賞（オープンイノベーション領域）】 

楽天グループ株式会社 

「Rakuten AI 7B ～日本語に特化したオープンかつ高性能な LLM の構築～」 

 

大規模言語モデル（LLM）は、生成 AI の発達に伴い急速に活用が広がっている。 

一方で、日本語に特化したオープンな LLM は、利用者の選択肢が限られる現状にある。同社はこの点に着眼し、日本語に

最適化した高性能な LLM の構築に 2023 年 7 月より取り組み、８カ月後の 2024 年 3 月に「Rakuten AI 7B/7B 

Instruct/7B Chat」の 3 つのモデルを公開している。同社の自然言語処理のノウハウをもとに、EC 事業で蓄積したテキスト

データを利活用して開発した本 LLM は、すでに 68,000 件のダウンロード実績（2024 年 10 月）がある。 

モデル構築にあたっては 2 点の技術的な工夫を行っている。 

1 点目は、同社が長年にわたって蓄積してきた、固有名詞の多い E コマース領域のテキストにおいて正しく動作する形態素解

析器のノウハウ等を今回の開発に当たり適用したこと。それにより任意の日本語の文章をより少ない単語数に分解して学習を

させることができるため、結果的にモデルの推論速度向上、計算効率の向上を実現している。 

2 点目は、社内で定めた個人情報に関わる知識やセンシティブ情報を含むデータ／バイオレンスやアダルトなどの有害コンテン

ツ／バイアスのかかった情報などの低品質なテキストや、重複テキストを除去して学習対象のデータセットを洗練させたこと。 
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これら 2 点の工夫により本 LLM の性能を高めて高品質でライトなモデル（70 億パラメータ）を実現し、2024 年公開時に

は、同規模のオープンな日本語 LLM において、トップの性能評価（NEJUMI リーダーボード）を得ている。 

また、軽量モデルのため、昨今課題となっている AI による大量消費電力問題にも一定の対処になると言えるモデルとなってい

ることもポイントである。 

本 LLM を構築するにあたり、同社は、長年の EC 事業で蓄積された経験及びデータを適用したとのことで、現時点での汎用

性は未知数であるものの、日本語に最適化した高品質でライトなモデルであることを評価し IT 賞とする。 

 

 

【IT 賞（サステナビリティ領域）】 

NEC ソリューションイノベータ株式会社 

「データ活用がいかに健康経営に革新をもたらしたか」 

 

NEC ソリューションイノベータでは、従業員のウェルビーイング向上に向け、「健康」「成長」「働きがい」をテーマに施策を推進し

ている。健康においては、特に、データドリブンアプローチを採用し、健康診断、ストレスチェック、勤怠などのデータを蓄積・活用

して効果的な施策の企画・実施・評価を行っているところに特長がある。加えて、健康アプリやオンラインエクササイズなどの IT

を積極的に取り入れ、従業員一人ひとりの生活習慣改善を支援・促進している。その結果、全社的な健康経営の推進が評

価され、健康経営優良法人 2024「ホワイト 500」に認定されるに至った。 

この取り組みの狙いは、従業員の健康と働きがいを向上させるとともに、組織全体のパフォーマンスを最大化することにある。具

体的な成果としては、自社開発の健康アプリの活用により、運動不足の解消や精神的なストレスの軽減、リモートワーク環境

におけるコミュニケーション不足の改善などが測定されている。また、健康データの分析により、８アクションと呼ばれる科学的な

施策を選択し、アプリで促進することで、従業員の健康状態を向上させている。  

アプローチの特長として、トップマネジメントと連携した全社的な健康経営の推進、従業員の健康課題に応じた幅広い施策展

開、そしてデータドリブンの手法を取り入れたことが挙げられる。トップマネジメントが健康経営の責任者となり、健康意識の向

上を図るためのメッセージを発信し続けており、また健康アプリやオンラインエクササイズ、e スポーツ大会など、多様な IT を活用

し、従業員の心身の健康をサポートしている。さらに、健康保険組合や産業保健チームとの連携により、健康データを分析し、

効果的な施策の実施とその効果検証を行うことにより、従業員の健康意識と企業全体の生産性の向上に貢献している。 

こうした活動により過去 3 年間で優良法人認定制度の中で大幅に順位を高めており、また統計指標でも漸進的な向上を示

していることから、一定の成果が認められる。マクロなデータ把握だけでなく固有アプリによる個人への行動促進に結びつけてい

るところも総合的な取り組みと言える。 

これら各種スコアの向上や、ホワイト 500 の上位に認定されるなどの実績を鑑み、IT 賞に値すると判断した。 

 

 

【IT 賞（サステナビリティ領域）】 

関西電力株式会社/E-Flow 合同会社 

「AI による分散型エネルギーリソース最適運用サービス～カーボンニュートラルに向けた関電グループの挑戦～」 

 

脱炭素化の潮流の中、再生可能エネルギーリソース（電源）が拡大しており、それに伴って調整力の確保が課題となってい

る。その解決策として、分散した小規模な電源を束ねて、規模の大きな発電所のようにエネルギー市場で取引できるようにす

る仮想発電所（VPP）という技術が重要である。両社はそれに向け、AI 搭載の分散型サービスプラットフォーム「K-VIPs+」
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を構築。電力の需給を調整する複数のエネルギー市場の価格変動をモニタリングしつつ、エネルギーリソースの運用計画を策

定し、系統蓄電池を効果的に運用することで手作業による運用よりも高精度・高効率な運用を実現した。 

具体的には、AI が最も収益が期待できる市場の組み合わせを計算し、自動で入札配分を提案するとともに、平日・休日問

わず 30 分周期での自動取引を行う。AI は VPP の運用実績から収集されたデータに今後の様々な市況変動を織り込んで

生成した約 5000 万レコードのデータを元に、累計 1000 回におよぶシミュレーションを繰り返し、性能を改善したもの。検証で

は人によるオペレーションに比べ、約10％の収益向上を実現する結果を得た。最終的には再エネ電源の有効活用を促進し、

火力発電における CO2 排出の削減につなげている。 

電力供給において、VPP の存在はサステナビリティの観点からますます重要になると思われる。AI 搭載の分散型サービスプラッ

トフォームを用いた入札のシステム化によって、精緻な調整ができるようになり、効果をあげていると評価し、IT 賞に値すると判

断した。 

 

以 上 
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V. アンケート集計結果 

1. 来場者数 

2 日間、延べ 1,823 名 

2. 有料セッションアンケート集計結果 （アンケート回収数 ：73）  

 

2-1. ご参加方法について 

 

 

2-2. ご参加者属性 

 

2-2-1：業種 
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2-2-2：職種 

 

 

2-2-3：役職 
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2-3. 本大会の総合的なご評価をお聞かせください 

 

具体的コメント 

大変満足 

各社様の生々しい貴重な講演を頂き参考になりました。 

直接の声を聴くことができ、共感できる部分も多々あったため。 

資料は遠い席で見づらかったものの、後で見ることができるので。 

基調講演が大変面白かった。 

アスリートの話も聞けた。 

貴重なお話を聞くことが出来たため。 

会場参加にしてよかった。 

机も準備されており、助かりました。 

ゆとりのあるスペース。 

午前は会場で午後は Zoom 参加に切り替えました。この柔軟性が良いです。 

 

満足 

名だたる企業の優れたサービスを聴取できたので。 

講演内容がすべて有益でした。 

軽食や飲み物の準備があり助かったため。 

WiFi の提供があり助かったため。電源の用意があればなお有難かった。 

席の間隔も広く、リスクヘッジもされていた。しかも、聞きやすい環境だった。 

どちらの講演も最優秀賞に選ばれる理由が良くわかりました。非常に参考になりました。 

日頃聞けない話を聞くことができた。 

講演者の PC 側の理由かと思いますが、映像が途切れてせっかくのお話に集中できなかったのが残念でした。 

難しいかもしれませんが事前に資料回収して、運営側 PC で動作確認など対策いただけると良い会になると感じました。 

それ以外はとても満足でした。 

各企業の取組を知る良い機会。 

準備が素晴らしい。 

お互いの貴重な取り組みを知るきっかけとなり大変よかったです。ありがとうございました。 

他社の先進的な取り組みについて話を聞ける点。 
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各企業の DX への取り組みが聞けた。 

それぞれ自分の業務に直結しているわけではないが、異なる視点での気付きを得ることが出来た。 

会場が適度な広さで、講演を聞きやすかった。 

 

2-4. プログラムの構成（時間配分等）についてのご感想をお聞かせください 

 

具体的コメント 

大変満足 

オンライン/オフラインのハイブリッドで参加しやすい。 

休みが適切であると思います。 

特別講演、心を打たれた。 

 

満足 

講演を選択できると良い（大会１日目） 

十分要点などが分かる時間かつ間延び感もない。（大会１日目） 

特に東京海上日動システムズ、損害保険ジャパン・SOMPO システムズ、ソフトロードのセッションがとても良かった。（大会

2 日目）。 

 

不満 

少し一つ一つの講演が長い。（大会１日目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大変満足：35％

満足：57％

どちらとも言えない：4％

不満：2％
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2-5. 現在貴社にとって解決すべき課題と思われるものは何ですか 

 

 

2-6. 小会の活動に期待しているものテーマをお聞かせください 
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2-7. ＜Zoom 参加者＞Zoom ウェビナーのご感想をお聞かせください 

 

 

2-8. 各セッションのご感想などをお聞かせください 

 

【基調講演】日本航空 赤坂 祐二 氏 

日本航空の進化していく歴史が非常に興味深かった。 

非常に判り易い JAL の技術面の初めての講演。 

普段あまり知ることのない航空業界の歴史と技術トレンドを知ることができた。 

旅客機の変遷を知ることが出来た。 

赤坂氏の飛行機に対する熱意が伝わる講演だった。 

整備畑出身の赤坂さんのお話を聞いて大変親近感を持ちました。 

自分も飛行機に興味があるので、大変興味深かったです。 

今後も引き続き安全な運航をお願いします。 

航空機も地球環境に対する保全活動をしていることを初めて知りました。 

 

【基調講演】神戸大学 三品 和広 氏 

新鮮な指摘。 

日本企業として危機感を持ったのと同時に、時機の重要性について再認識した。 

普段、見聞きしている文脈と全く違うストーリーで大変興味深く聞かせていただきました。 

「地下茎」を見ることの大切さを改めて知ることができた。 

三品教授のご講演が素晴らしかった。 

 

【特別講演】髙木 菜那  氏 

JOC やスピードスケート協会の報奨金を初めて聞くことが出来て良かった。 

成長するためには、どういう心の持ち方をすればいいかを考えさせられました。貴重なご講演ありがとうございました。 

社内マネジメントに通じる話が多く、大変勉強になりました。 

83%

83%

83%

83%

17%

17%

17%

17%アクセスを含めた利便性

画面の見やすさ

音声の聞き取りやすさ

Zoom配信の総合評価

満足 ほぼ満足 普通
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良いチームのつくり方や部下の指導法等参考になる点が多かった。 

髙木菜那さんは良いですね。すばらしい人です。 

感動しました。 

  

【受賞記念講演】西日本旅客鉄道株式会社 

アジャイルと WF の開発区分。 

WESTER の事例は立上げと普及フェーズの工夫について役立った。 

具体的な事例が役にたった。 

自社が抱えている課題解決のヒントとなった。 

 

【受賞記念講演】日本たばこ産業株式会社 

既にご支援しているお客様の親会社様のお話を聞くことが出来て良かった。 

教科書的なことでも愚直にやることの大事さを教えられました。 

グローバル ERP の成功事例。 

日本企業に必要なグローバル標準アプローチが参考になった。 

教科書通りの問題が多発、特別なことをするわけではなく、教科書通りに対応を進めた、といったお話が、あらためて納得

でき、共感できる内容でした。 

具体的かつ踏み込んだ内容であり、大変興味深く聞きました。規模の違いはあれど、多くの実用的な TIPS を得られた。 

ERP の統合という非常に難しいプロジェクト、しかもそれに伴い業務プロセスも変えるという事。そこに向かうと意思決定し、

実行したことが素晴らしいと感じました。 

 

【A1-1】東京海上日動システムズ株式会社 

一番良かった。生成ＡＩのポテンシャルに早期から着目し、計画的にチャレンジして結果を出したことは素晴らしい。当社

の数歩先を行かれており、とても参考になりました。 

AI 活用のソフト開発は発信含めて良かった。 

非常に高いレベルのビジョンに感銘を受けた。 

自社システムと他社の比較ができた。進んでいる。「非競争領域」と言い切られたところに感動。 

 

【A1-2】明治安田生命保険相互会社 

生成ＡＩの社内活用について、奇をてらわずに王道を着実に進めていくことで効果を出していっていることが良くわかり、参

考になりました。 

具体的な事例が役に立った。 

PoC でとにかく利用してみることが生成 AI の利活用に繋がることだと再認識できた。 

 

【A1-3】キリンビール株式会社 

中央集権から分散型への移行、興味深いです。 

会社の組成が少し違うので、あまりピンとこなかった。 
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【A2-1】損害保険ジャパン株式会社／ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 

これまでの取り組みを熱い思いをもって具体的に話しており、とてもわかりやすかった。 

自社が抱えている課題解決のヒントとなった。 

障害という事に対して、全社の意識改革も含めてポジティブに立ち向かう組織作りという・において、体制の考え方の参考

となった。 

 

【A2-2】株式会社ソフトロード 

モダナイゼーションの実績や手法について、とても詳しく説明いただき、よく理解できました。 

判り易かったが、過去経験が多いではなく、技術面の差異根拠を明確にしてほしい。 

 

【A2-3】パーソルホールディングス株式会社 

CoE の重要性が大変参考になった。自社でも検討したい。 

DX はただデジタル化をするだけが目的ではなく、デジタルに相対する人・組織の変革が大切・・・本当にその通りだと思いま

した。 

 

【A3-1】東洋紡株式会社 

取組み成果も説明いただき大変分かりやすかった。 

今後求められる人財像とスキルは大変参考になった。 

 

【A3-2】プラスアルファ・コンサルティング 

自社でも人材データはあるが活用の仕方が分からず宝の持ち腐れ状態になっているので、今回の講演がとても参考になっ

た。また、人材データと生成 AI の活用も大変良かった。 

見える化は大変すばらしい。 

 

【A3-3】三井ダイレクト損害保険株式会社 

自社が抱えている課題解決のヒントとなった。 

基幹業務の参考になりました。 

 

【A4-1】三井不動産株式会社 

推進人材育成に進まれた点、納得です。 

DX トレーニー制度は課題もあるかと思うが、大変すばらしい制度。 

 

【A4-2】三井 E&S システム技研株式会社 

素晴らしいアーキテクチャです。 

具体的な事例が役に立った。 

統合データベースの概念が大変参考になった。 
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【A4-3】パーソルテンプスタッフ株式会社 

自社でも派遣を活用しているので、T-PLA は気軽に利用できそうで良い。 

利用者のことを考えた大変すばらしい取り組みだと思う。 

 

【A5-1】株式会社ベネッセコーポレーション 

さすが子供目線で AI を作ってらっしゃる。 

教育現場における AI 活用の好事例だと思う。 

 

【A5-2】オーティファイ株式会社 

デモを使っての講演は分かりやすくて良かった。 

AI が自動でメンテナンスをすることに驚いた。 

AI を使ったシステムのテスト業務の自動化についてのイメージを持つことができ、大変参考になった。 

 

【A5-3】東日本旅客鉄道株式会社 

センター化がトリガーになったこと、納得できました。 

今後電車を利用することがますます楽しみになった。 

 

【B1-1】ＮＥＣソリューションイノベータ株式会社 

健康ミッションアプリを使い、健康習慣をゲーム感覚で身に着けることができる点がとても良かった。 

弊社でも健康経営に注力しているので大変参考になった。 

  

【B1-2】Neatframe 株式会社 

オンライン会議が当たり前になった昨今、今後はいかに快適なオンライン会議ができるのかがカギになると思いました。 

ショールームにも行ってみようと思います。 

 

【B1-3】関西電力株式会社 / E-Flow 合同会社 

AI のビジネス変革の良い事例だった。 

新鮮な話題があった。 

 

【B2-1】JFE エンジニアリング株式会社 

体制が素晴らしい。 

デジタル変革プロジェクトが多岐に渡りかつ成果も出していてすごい。 

 

【B2-2】WalkMe 株式会社 

DAP の言葉を理解していなかったが、現在の潮流と共に知ることができた。 

WalkMe のようなジャンルのソフトウェアの存在を初めて知って、大変興味深かった。 

デジタルフリクションの問題、チェンジマネジメントの問題についての学びがありました。 

システムをまたがってデジタル UX をデザイン、コントロールするという考え方が自分の中ではなかったので、大変参考になりま

した。 
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【B2-3】株式会社ジェイアール東海ツアーズ 

ヘビーユーザーですが、気づいていませんでした。 

社内の業務効率化と同時に利用者の利便性が向上できているという好事例。 

 

【B3-1】株式会社 ASAHI Accounting Robot 研究所 

地方発の取組みということで大変興味深く聞かせていただきました。 

人口が減少するなか、今後ますます AI など自動化がポイントになってくると思うので大変興味深かった。 

 

【B3-2】ニッセイ情報テクノロジー株式会社 

今後高齢者人口が増加していく一方、医療業界で働く人口の減少が予想されるので、今回の取組みは大変すばらしい

と思った。 

知り合いに病院経営者がいるが、とても大変という話を聞いているので、このような支援はとても重要だと思う。 

 

【B3-3】株式会社リバスタ 

新鮮な話題があった。 

発想が素晴らしい。下請業者が入る業務にも波及出来るものだ。 

 

【B4-1】株式会社三井住友フィナンシャルグループ/三井住友カード株式会社/株式会社日本総合研究所/ 

CCCMK ホールディングス株式会社 

協業の好事例。 

企業を跨いだプロジェクトなのでご苦労もあったと思うので、その辺りの話も聞いてみたかった。 

 

【B4-2】エムオーテックス株式会社 

サイバーセキュリティに関する新制度についての話が聞けて良かった。 

社内で改めてセキュリティ対策を見直してみようと思った。 

 

【B4-3】企業年金ビジネスサービス株式会社 

プロジェクトにおいて工夫した点や気づき、学びをお話しいただいたのはとても参考になった。 

効率化が叫ばれているが、効率的な運営が常にベストとは限らないというのは本当にその通りだと思う。 

 

【B5-1】楽天グループ株式会社 

AI 開発に着手した目的や課題感を聞いてみたいと思いました。 

具体的な事例が役に立った。 

新鮮な話題があった。 

LLM の世界観が具体的で新鮮でした。来週デジタル庁とのラウンドテーブルがあるので勉強になりました。 
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【B5-2】Blue Prism 株式会社 

「面の自働化」はなるほどと思いました。 

生成 AI の活用事例をご紹介いただけたのはとても良かった。 

AI と RPA の連携に関しては関心が高い分野で、継続して情報収集したいと思う。 

 

【B5-3】日本航空株式会社/株式会社 JAL エンジニアリング 

量子コンピュータを活用した運航整備計画自動化の話が大変興味深かった。 

歴史ある業界においては特にベテラン社員のノウハウをどのように継承していくかということが課題なので、アプリで可視化で

き組織知にできるのは大変すばらしい。 

 

3. 最新 IT 戦略セッション 事前登録時 アンケート集計（アンケート回収数 ：553）  

3-1. 参加目的  

 

 

3-2. お立場について  

 

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

A：製品を購入（検討）するため

B：新製品を探すため

F：その他

E：社内の勧め

D：関連業界の動向を知るため

C：情報収集のため

A：製品・サービスの使用

者(ユーザー)である

37%

B：製品・サービスの

提供側(ベンダー)であ

る

47%

C：関与していない

16%



 

45 

3-3. 会社規模について（従業員数）  

 

 

3-4. 参加のきっかけについて  

 

 

 

 

 

 

 

A：IT協会のHP

8.3%

B：IT協会からのメール

30.4%

C：IT協会からのパンフレット

6.4%

D：ITLeadersからのメール

7.8%

E：協賛企業の紹介

3.9%

F：協賛企業からのメール

13.2%

G：IT賞受賞企業

4.2%

H：Facebook

0.2%

I：社内の勧め

19.4%

J：その他

6.4%
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4. 最新 IT 戦略セッション 終了アンケート集計（アンケート回収数 ：66）  

4-1. 参加者属性について 

 

4-1-1 業種 

 

 

4-1-2 職種 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報システム：30％

営業・マーケティング：27％

経営企画・管理：20％

顧客接点窓口：2％

その他：21％
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4-1-3 役職 

 

 

4-2.本セッションの総合的な評価をお聞かせください 

 

コメント 

大変満足 

勉強になったため。 

事例について自身の仕事のヒントになるものが多数あった。 

最近のトレンドを踏まえ、現場実態をわかりやすく講演いただいたため。 

現在の潮流を含んだ話が多く、現在の仕事の糧になる情報が多かった。 

多岐に渡る内容の講演が聞けて良かった。 

沢山の講演のビデオを見ることができ、大変参考になった。 
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様々な業種、業界向けソリューションに接する機会はあまりないので大変勉強になった。 

各社の提供サービスがどのような経営課題に効果的か分かりやすく、学びとなるセミナーでした。 

取り組みの内容が網羅的にわかりやすく発表されていた。 

事例が多かったので。 

知らないアプリケーション、ソリューションを知る事ができた。 

 

満足 

各社の取り組みを知ることができ、参考になった。 

ＡＩしまじろう等、最新の事例を収集できた。 

１コマが短い発表も多くあったので、効率よく様々な観点の事例を知ることが出来た。 

新しい技術・市場動向の input とりわけ生成 AI については頭の整理に役立った。 

各社の DX の取り組みの概要が理解できた。ただ、いくつかわかりにくい内容があった。 

富士通の DX に関しては，日本の遅れが顕著であることを認識しました。マイナンバーカード程度で問題視するよ

うなでは，世界に伍して行けないように感じました。また，これからの課題でもある高齢者向けのサービス（ア

フラック）も今後の参考になるものでした。 

その他にもこれからの仕事に参考となるものがありました。 

先進的な IT 情報の取得ができ、かつ業界の情報も取得できた。 

多くの情報を視聴することができ、今後の活動のヒントを得る事ができた。 

各社の様々な DX 戦略について聞けたこと。 

具体的な事例と共に、苦労点・気を付けたい点などのナレッジもオープンにされており、実際の戦略計画や推進

時に役立つと思いました。 

少し前までの漠然としているが、絶対に取り組むべきこととされていた”DX”について、生成 AI の登場で、身近

で、より具体的な価値にまでのアプローチが多種に示されていて、此れからの取組を個々に検討することが容易

に思える事に大きな進展を覚えます。 

業務都合により希望するすべてのアーカイブの聴講は叶いませんでしたが、商品紹介にとどまらず DX 推進にお

ける具体的な事例を紹介してくださっている企業様もおり大変参考になりました。 

知らないことを知った。 

各社のソリューションに対する戦略が聴けたこと。 

参考になりました。 

一般的な概況についても整理されていたから。 

的確な情報を収集する事が出来た。 

大変分かりやすかった。 

得たい情報が得られた。 

自社のデータ活用に於いて次の展開を知ることができた。 

 

どちらとも言えない 

サイバーセキュリティ関連のセッションが少なかった。 

興味のある内容、興味のない内容が混在していた。 
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4-2.プログラムの構成（時間配分等）ついてのご感想をお聞かせください 

 

 

コメント 

大変満足 

オンラインで自分の都合に合わせて視聴できることが有難いです。 

偏りがなくさまざまなソリューションを知る事ができた。 

 

満足 

各分野毎に複数の企業の事例を聞くことができたので、大変参考になりました。 

大テーマ毎に分かれていてわかりやすい。 

多岐にわたる内容のプログラムのため，必要な動画のみを選択することができました。 

バランスが取れた構成だと思った。 

各セッションが視聴しやすい長さになっている。 

アーカイブにて視聴可能なので、時間を有効に活用することができたので。 

会社事例だけでなく、基調講演として一般的な状況等も把握できました。 

情報収集から何かを試す勇気を感じることが出来たこと。 

プログラムごとに明確に区分けされているため非常に分かりやすいと感じました。 

多様な構成であった。 

特に問題ない。 

広範囲なソリュウションについて知り事が出来て良かった。 

もう少しプログラム間に意図があるとよかったと思います。 

満足していますが、ユーザー企業の形態が少々偏っていた感があります。 

 

どちらとも言えない 

講演が多く自身に必要なものが見つけ難かった。 

良い面と不都合な面がありました。 

もう少し、登壇者数を絞るべき…。 

 

 

大変満足：21％

満足：64％

どちらとも言えない：15％
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4-3. 貴社にとって現在解決すべき課題を教えてください 

 

 

4-4. 小会の活動に期待しているものテーマをお聞かせください 

 

 

4-5. 動画配信について感想をお聞かせください 
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コメント 

視聴中に停止する事象あり。（巻き戻すと再生される） 

講演の概要が視聴前に分かるようにしてほしい。 

社内ＰＣでは動画再生がセキュリティポリシに抵触し再生できませんでした。 

個人ＰＣで視聴しました。 

Vimeo での動画再生でしたので，何も問題はありませんでした。 

特段問題無く、見ることができた。 

大変満足しております。今後もこのようなかたちで開催していただきたいです。 

大変スムーズで聞き取りやすかった。 

全体を通して良かったです。 

とても良かった。 
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VI. 2024 年度 IT 賞受賞企業記念写真 

 

IT 最優秀賞：マネジメント領域 

日本たばこ産業株式会社 

 

IT 最優秀賞：顧客・事業機能領域 

西日本旅客鉄道株式会社 

 

IT 優秀賞：マネジメント領域 

損害保険ジャパン株式会社/ 

ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 

 

IT 優秀賞：社会課題解決領域 

ニッセイ情報テクノロジー株式会社 

 

 

IT 優秀賞：オープンイノベーション領域 

企業年金ビジネスサービス株式会社 

 

IT 賞：マネジメント領域 

キリンビール株式会社 
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IT 賞：マネジメント領域 

東京海上日動システムズ株式会社 

 

IT 賞：マネジメント領域 

東洋紡株式会社 

 

IT 賞：マネジメント領域 

パーソルホールディングス株式会社 

 

IT 賞：マネジメント領域 

三井ダイレクト損害保険株式会社 

 

IT 賞：マネジメント領域 

三井不動産株式会社 

 

IT 賞：マネジメント領域 

明治安田生命保険相互会社 
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IT 奨励賞：マネジメント領域 

イーデザイン損害保険株式会社 

 

IT 奨励賞：マネジメント領域  

MS&AD システムズ株式会社/ 

三井住友海上火災保険株式会社 

 

IT 奨励賞：マネジメント領域 

日本電気株式会社 

 

 

IT 賞：顧客・事業機能領域  

パーソルテンプスタッフ株式会社 

 

 

IT 賞：顧客・事業機能領域 

東日本旅客鉄道株式会社 

 

 

IT 賞：顧客・事業機能領域 

株式会社ベネッセコーポレーション 
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IT 奨励賞：顧客・事業機能領域 

アフラック生命保険株式会社 

 

IT 賞：顧客・事業機能領域 

FWD 生命保険株式会社 

 

IT 奨励賞：顧客・事業機能領域 

株式会社ベネッセコーポレーション/ 

ソフトバンクロボティクス株式会社 

 

IT 賞：社会課題解決領域 

株式会社 ASAHI Accounting Robot 研究所 

 

IT 賞：社会課題解決領域 

株式会社リバスタ 

 

IT 奨励賞：社会課題解決領域 

アフラック生命保険株式会社 
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IT 奨励賞：社会課題解決領域  

SMBC 日興証券株式会社 

 

IT 奨励賞：社会課題解決領域 

NTT コムウェア株式会社／インフロニア・ホールディングス

株式会社／株式会社 NTT ドコモ／NTT コミュニケーショ

ンズ株式会社 

 

IT 賞：トランスフォーメーション領域  

株式会社ジェイアール東海ツアーズ 

 

IT 賞：トランスフォーメーション領域 

JFE エンジニアリング株式会社 

 

IT 奨励賞：トランスフォーメーション領域 

株式会社オープンハウスグループ 

 

IT 奨励賞：トランスフォーメーション領域  

株式会社日立システムズ 
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IT 奨励賞：トランスフォーメーション領域 

三井住友ファイナンス＆リース株式会社 

 

IT 賞：オープンイノベーション領域 

日本航空株式会社/株式会社 JAL エンジニアリング 

 

IT 賞：オープンイノベーション領域/株式会社三井住友フ

ィナンシャルグループ/三井住友カード株式会社/株式会社

日本総合研究所/CCCMK ホールディングス株式会社 

 

IT 賞：オープンイノベーション領域 

楽天グループ株式会社 

 

IT 賞：サステナビリティ領域 

NEC ソリューションイノベータ株式会社 

 

IT 賞：サステナビリティ領域 

関西電力株式会社 / E-Flow 合同会社 
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第 40 回 IT 戦略総合大会は無事に終了いたしました。 

 

ご協力いただいた関係者の皆様に深く御礼申し上げます。 

 

今後ともご支援のほど宜しくお願いいたします。 

  

公益社団法人企業情報化協会 
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